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一
．
は
じ
め
に
：
本
稿
の
意
図

本
稿
は
、
欧
州
私
会
社
（S

P
E

：S
ocietas P

rivata E
uropaea

）
の
概
要
（
１
）

を
紹
介
し
、
日
本
の
非
公
開
会
社
法
制
（
２
）

と
対
比
す
る
こ
と
で
、

現
行
の
日
本
法
に
お
け
る
非
公
開
会
社
法
制
の
改
善
点
を
認
識
し
、S

P
E

か
ら
一
定
の
立
法
的
示
唆
を
得
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

現
在
、
わ
が
国
に
お
い
て
は
、
平
成
一
七
年
制
定
の
会
社
法
が
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
時
期
を
迎
え
、
次
期
会
社
法
改
正
へ
の
準
備
が
進
ん
で

い
る
。
し
か
し
、
そ
の
中
身
を
一
瞥
す
る
に
、
そ
れ
ら
は
も
っ
ぱ
ら
、
公
開
会
社
に
つ
い
て
、
資
本
市
場
の
観
点
か
ら
規
制
の
強
化
を
軸

と
し
た
改
善
を
試
み
ん
と
す
る
も
の
で
あ
り
、
わ
が
国
の
大
部
分
を
占
め
る
非
公
開
会
社
に
関
し
、
抜
本
的
検
討
を
加
え
る
も
の
で
は
な

い
。
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六

こ
れ
に
対
し
、
Ｅ
Ｕ
会
社
法
に
お
い
て
は
、
大
多
数
を
占
め
る
中
小
企
業
（S

M
E

s

：S
m

all and M
idium

 E
nterprises

）
を
正
面
か
ら
見

据
え
、
加
盟
国
のS

M
E

s

に
共
通
の
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
か
つ
柔
軟
な
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
を
与
え
る
こ
と
で
、
資
本
の
自
由
移
動
を
促
し
、
域

内
に
お
け
る
企
業
活
動
の
促
進
を
図
ろ
う
と
し
て
い
る
。
単
一
国
家
で
あ
る
わ
が
国
に
お
い
て
、
他
国
と
の
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
の
共
通
化
は

さ
し
あ
た
り
問
題
に
な
ら
な
い
と
し
て
も
、
わ
が
国
内
の
種
々
の
事
業
体
を
統
合
す
る
事
業
体
法
制
の
構
築
を
試
み
よ
う
と
す
る
立
場
か

ら
す
る
と
（
３
）

、
外
延
た
る
枠
の
中
で
、
設
計
の
自
由
を
許
容
す
るS

P
E

の
ア
プ
ロ
ー
チ
は
、
わ
が
国
に
お
い
て
も
十
分
に
参
考
に
さ
れ
る

べ
き
法
制
の
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
ま
た
、
非
公
開
会
社
・
中
小
企
業
を
核
と
し
て
、
フ
レ
キ
シ
ビ
リ
テ
ィ
と
柔
軟
さ
を
基
調
と
し
つ
つ
、

制
度
設
計
を
考
え
る
ア
プ
ロ
ー
チ
は
、
予
定
さ
れ
て
い
る
次
期
会
社
法
改
正
の
「
盲
点
」
を
あ
ぶ
り
出
す
も
の
と
し
て
、
日
本
法
に
と
っ

て
有
益
な
検
討
課
題
と
解
さ
れ
る
。

本
稿
で
は
、
か
よ
う
な
観
点
か
ら
、
ま
ず
、S

P
E

の
あ
ら
ま
し
を
述
べ
、
そ
の
特
徴
を
ま
と
め
、
次
い
で
、
わ
が
国
に
お
け
る
非
公

開
会
社
の
特
徴
を
指
摘
す
る
。
そ
の
上
で
、
定
款
自
治
と
会
社
債
権
者
保
護
の
二
点
か
ら
、S

P
E

と
非
公
開
会
社
を
比
較
し
、S

P
E

か

ら
わ
が
国
事
業
体
法
制
が
学
ぶ
べ
き
も
の
が
何
か
に
つ
き
、
考
え
て
み
た
い
。

な
お
、
あ
ら
か
じ
め
下
記
の
二
点
に
つ
き
述
べ
て
お
き
た
い
。

第
一
に
、
本
稿
で
依
拠
す
るS

P
E

に
関
す
る
条
文
に
つ
い
て
で
あ
る
。
欧
州
私
会
社
（S

P
E

）
法
議
長
修
正
案
に
つ
い
て
は
、
依
然

と
し
て
流
動
的
な
状
況
に
あ
る
。
最
初
の
包
括
的
な
提
案
で
あ
る
欧
州
委
員
会
提
出
欧
州
私
会
社
（S

P
E

）
法
に
関
す
る
理
事
会
規
則
案

（P
roposal for a C

ouncil R
egulation on the S

tatute for a E
uropean P

rivate C
om

pany 

（S
P

E

）, presented by the E
uropean 

C
om

m
ission

：
二
〇
〇
八
年
六
月
二
五
日
：
以
下
、「
理
事
会
規
則
案
」
と
い
う
（
４
）

。）
の
提
出
後
、
二
〇
〇
九
年
三
月
一
〇
日
、
欧
州
議
会

（E
uropean P

arliam
ent

）
は
、
修
正
案
（E

uropean P
arliam

ent L
egislative R

esolution of 10 M
arch 2009 on the P

roposal for a C
ouncil 
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七

R
egulation on the S

tatute for a E
uropean P

rivate C
om

pany 

（C
O

M
 

（2008

） 0396–C
6-0283/2008–2008/0130 

（C
N

S

）：
以
下
、「
欧
州
議

会
案
」
と
い
う
（
５
）

。）
を
承
認
可
決
し
、
議
論
は
カ
ウ
ン
シ
ル
レ
ベ
ル
へ
と
移
っ
た
（
６
）

。
そ
し
て
二
〇
〇
九
年
一
一
月
カ
ウ
ン
シ
ル
の
議
長
国
で

あ
る
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
は
、
議
長
修
正
案
（R

evised P
residency C

om
prom

ise P
roposal for a C

O
U

N
C

IL
 R

E
G

U
L

A
T

IO
N

 on a E
uropean 

P
rivate C

om
pany

：
以
下
、「
議
長
修
正
案
」
と
い
う
（
７
）

。）
を
提
出
し
、
現
在
そ
れ
に
対
す
る
修
正
の
や
り
と
り
が
行
わ
れ
て
い
る
（
８
）

。
本
稿
は
、

大
枠
は
も
う
こ
れ
以
上
動
か
な
い
と
い
う
仮
定
の
下
、
す
で
に
翻
訳
が
出
て
い
る
理
事
会
規
則
案
の
用
語
を
用
い
つ
つ
、
ほ
ぼ
最
終
案
に

近
い
と
目
さ
れ
る
議
長
修
正
案
を
ベ
ー
ス
と
す
る
。

第
二
に
、
日
本
の
非
公
開
会
社
法
制
と
の
比
較
と
い
う
本
稿
の
関
心
に
鑑
み
、
直
接
の
関
連
を
有
し
な
い
共
同
決
定
（
議
長
修
正
案
第

六
章
）
及
び
登
記
上
の
本
拠
地
の
移
転
（
議
長
修
正
案
第
七
章
（
９
））、

並
び
に
大
部
分
を
国
内
法
に
ゆ
だ
ね
て
い
る
組
織
再
編
、
解
散
及
び
無

効
（
議
長
修
正
案
第
八
章
（
10
））

は
、
割
愛
す
る
。

二
．S

P
E

の
意
義
と
そ
の
特
徴

１
．S

P
E

の
意
義

Ｅ
Ｕ
に
お
い
て
、S
M

E
s

は
、
そ
の
数
二
三
〇
〇
万
社
、
域
内
の
会
社
の
九
九
パ
ー
セ
ン
ト
を
占
め
る
と
と
も
に
民
間
経
済
部
門
の
雇

用
の
約
七
割
を
支
え
て
い
る
。
そ
し
て
コ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
調
査
に
よ
る
と
、
域
内
で
事
業
を
行
うS

M
E

s

の
う
ち
約
四
割
が
、
国
際
取

引
の
拡
大
を
望
む
も
の
の
、
そ
の
た
め
の
道
具
立
て
に
乏
し
い
と
考
え
て
お
り
、
海
外
子
会
社
を
保
有
し
た
り
、
国
際
間
の
ジ
ョ
イ
ン

ト
・
ベ
ン
チ
ャ
ー
を
行
う
も
の
は
、
わ
ず
か
五
パ
ー
セ
ン
ト
に
す
ぎ
な
い
（
大
会
社
の
場
合
に
は
、
約
二
〇
パ
ー
セ
ン
ト
）
と
さ
れ
る
（
11
）

。

S
M

E
s

の
海
外
進
出
に
あ
た
っ
て
の
大
き
な
障
害
の
一
つ
が
、
事
業
体
に
関
す
る
法
規
制
で
あ
る
。
域
内
のS

M
E

s

に
関
し
て
は
、



二
四
八

二
七
か
国
が
国
ご
と
に
異
な
っ
た
規
制
を
有
し
て
お
り
、
結
果
的
に
、
域
内
のS
M

E
s

は
、
設
立
準
拠
法
ご
と
に
、
事
業
体
の
フ
ォ
ー
ム
、

資
本
、
社
員
の
数
な
ど
に
関
し
、
異
な
っ
た
規
制
に
服
す
る
。
海
外
子
会
社
を
有
す
るS

M
E

s

を
例
に
と
る
と
、
親
会
社
と
子
会
社
と
で
、

別
個
の
事
業
体
法
制
に
服
す
る
こ
と
と
な
り
、
か
か
る
煩
雑
さ
は
、
親
子
と
も
に
同
一
規
制
に
服
す
る
内
国
結
合
企
業
に
比
し
て
、
経
済

的
障
壁
と
な
る
。

Ｅ
Ｕ
法
は
、
か
か
る
国
際
間
の
共
通
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
と
し
て
、
す
で
に
い
く
つ
か
の
先
行
例
（
欧
州
経
済
利
益
団
体
（E

E
IG

：T
he 

E
uropean E

conom
ic Interest G

roup

）、
欧
州
協
同
会
社
（E
C

S

：T
he E

uropean C
ooperative S

ociety

）、
欧
州
会
社
（S

E

：S
ocietas E

uropea

）

と
い
っ
た
も
の
を
あ
げ
る
こ
と
が
で
き
る
。）
を
有
し
て
い
る
。
し
か
し
そ
れ
ら
は
い
ず
れ
もS

M
E

s

に
と
っ
て
、
必
ず
し
も
適
合
的
な
も
の

で
は
な
い
（
12
）

。
た
と
え
ば
、S

E

を
例
に
と
る
と
、
こ
れ
は
本
質
的
にS

M
E

s

よ
り
も
規
模
が
大
き
な
企
業
を
想
定
し
て
制
度
設
計
が
な
さ

れ
て
お
り
、
そ
の
た
め
、
最
低
資
本
金
規
制
（
一
二
〇
、〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
）、
従
業
員
参
加
に
つ
き
規
定
を
置
く
。
そ
の
結
果
、S

E

は
、

S
M

E
s

に
と
り
使
い
勝
手
が
よ
い
フ
ォ
ー
ム
で
は
な
い
こ
と
と
な
る
。

２
．S

P
E

の
特
徴

で
は
、S

M
E

s

向
き
の
制
度
で
あ
る
と
さ
れ
るS

P
E

と
は
ど
の
よ
う
な
特
色
を
有
す
る
の
か
。
議
長
修
正
案
三
条
は
、S

P
E

の
特
徴

と
し
て
、
①
．S
P

E

が
法
人
格
を
有
し
、
持
分
所
有
者
が
引
き
受
け
た
資
本
金
の
限
度
で
の
み
責
任
を
負
う
こ
と
、
②
．
資
本
金
が
持

分
に
分
か
た
れ
て
い
る
こ
と
、
③
．
持
分
が
公
募
及
び
公
開
取
引
の
対
象
と
な
ら
な
い
こ
と
、
④
．S

P
E

が
設
立
登
記
時
に
お
い
て
、

ク
ロ
ス
ボ
ー
ダ
ー
的
要
素
を
有
す
る
こ
と
を
挙
げ
て
い
る
。

①
．
は
、S

P
E

が
有
限
責
任
の
事
業
体
と
し
て
法
人
格
を
有
す
る
こ
と
を
、
②
．
は
、
株
主
の
出
資
が
資
本
金
を
構
成
す
る
と
定
め
、
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二
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九

資
本
の
「
エ
ク
イ
テ
ィ
」
性
を
示
す
こ
と
を
、
③
．
は
、S

P
E

の
「P

rivate

」
を
、
そ
れ
ぞ
れ
規
定
す
る
も
の
で
あ
る
。

④
．
は
、
理
事
会
規
則
案
に
は
な
か
っ
た
も
の
で
あ
り
、S

P
E

が
加
盟
国
を
ま
た
ぐ
国
際
間
の
共
通
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
で
あ
る
こ
と
を

示
す
も
の
で
あ
る
。
理
事
会
規
則
案
は
、
ク
ロ
ス
ボ
ー
ダ
ー
的
要
素
に
関
す
る
適
切
な
基
準
を
立
て
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
こ
と
、
も
し

か
か
る
事
項
を
要
件
化
す
る
と
、
か
え
っ
て
障
害
に
な
る
こ
と
等
の
理
由
か
ら
、
意
図
的
に
掲
げ
な
か
っ
た
も
の
で
あ
る
が
、
か
か
る
試

み
に
対
し
て
は
、
Ｅ
Ｅ
Ｃ
条
約
五
条
に
明
記
さ
れ
る
「
補
完
性
原
理
（S

ubsidiarity P
rinciple

）」
と
の
抵
触
の
有
無
が
問
わ
れ
る
こ
と

と
な
っ
た
（
13
）

。

こ
の
ほ
か
、
理
事
会
規
則
案
で
は
、
前
述
のS

E

や
他
のS

P
E

の
み
な
ら
ずE

E
IG

やE
C

S

もS
P

E

の
設
立
に
参
加
す
る
こ
と
が

可
能
で
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
べ
く
、
⑤
．
一
人
以
上
の
自
然
人
及
び
／
又
は
法
人
が
設
立
で
き
る
こ
と
と
い
う
特
徴
も
掲
げ
ら
れ
て

い
た
が
、
議
長
修
正
案
で
は
掲
げ
ら
れ
て
い
な
い
。

三
．S

P
E

の
概
要
と
わ
が
国
に
お
け
る
非
公
開
会
社
と
の
対
比

１
．
は
じ
め
に

比
較
の
手
始
め
と
し
て
、
議
長
修
正
案
の
章
立
て
ご
と
に
、S

P
E

の
規
定
を
概
観
し
、
次
い
で
相
応
す
る
わ
が
国
の
非
公
開
会
社
の

規
定
を
紹
介
し
、
両
者
を
比
較
し
て
い
き
た
い
。

２
．S
P
E

の
設
立

⑴
．
議
長
修
正
案
第
二
章
は
、S

P
E

の
設
立
に
つ
き
、
①
．
設
立
方
法
に
関
す
る
規
制
（
議
長
修
正
案
五
条
、
五
条
ａ
、
五
条
ｂ
）、



二
五
〇

②
．
名
称
に
関
す
る
規
制
（
議
長
修
正
案
六
条
）、
③
．
本
拠
地
及
び
支
店
に
関
す
る
規
制
（
議
長
修
正
案
七
条
、
一
三
条
）、
④
．
定
款
に
関

す
る
規
制
（
議
長
修
正
案
八
条
）、
⑤
．
登
記
に
関
す
る
規
制
（
議
長
修
正
案
九
条
～
一
〇
条
、
一
二
条
）、
⑥
．
開
示
に
関
す
る
規
制
（
議
長
修

正
案
一
一
条
）
を
置
く
。

順
次
み
て
い
こ
う
。
ま
ず
、
①
．
に
つ
い
て
だ
が
、S

P
E

を
設
立
す
る
に
は
、
ⅰ
．S

P
E

に
関
す
る
規
則
に
従
い
無
か
ら
（ex 

nihilo

）S
P

E

を
設
立
す
る
方
法
、
ⅱ
．
既
存
の
会
社
か
ら
組
織
変
更
す
る
方
法
、
ⅲ
．
既
存
の
会
社
の
合
併
に
よ
る
方
法
の
三
つ
が
あ

る
（
議
長
修
正
案
五
条
一
項
（
14
）

）。
ⅰ
．
の
方
法
は
、S

E

に
関
し
て
認
め
ら
れ
て
お
ら
ず
、
こ
の
点
はS

E

と
対
比
し
た
場
合
のS

P
E

の
顕

著
な
特
性
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。

次
い
で
②
．
は
、
設
立
さ
れ
たS

P
E

が
名
称
の
後
にS

P
E

の
文
字
を
用
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
及
びS

P
E

で
な
い
事
業
体
が

S
P

E

の
名
を
用
い
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
を
規
定
す
る
（
議
長
修
正
案
六
条
）。

③
．
に
つ
い
て
、S

P
E

は
、
そ
の
本
拠
地
及
び
主
た
る
経
営
管
理
地
又
は
本
店
所
在
地
を
Ｅ
Ｕ
内
に
有
す
る
必
要
が
あ
る
（
議
長
修
正

案
七
条
）。
理
事
会
規
則
案
の
段
階
で
は
、
後
二
者
は
、
登
記
簿
上
の
本
拠
地
と
同
一
の
加
盟
国
に
置
か
れ
る
必
要
は
な
い
と
さ
れ
て
い

た
が
（
理
事
会
規
則
案
七
条
）、
議
長
修
正
案
は
か
か
る
規
定
を
削
っ
て
い
る
（
15
）

。

④
．
に
つ
き
議
長
修
正
案
は
、S

P
E

が
少
な
く
と
も
八
条
及
び
議
長
修
正
案
別
記
第
一
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
定
款
の
定
め
を
も

つ
こ
と
（
議
長
修
正
案
八
条
一
項
、
一
項
ａ
）、
及
び
定
款
が
書
面
と
さ
れ
、
全
発
起
人
の
署
名
を
要
す
る
こ
と
（
同
条
二
項
）
に
つ
き
規
定

を
置
く
。

さ
ら
に
⑤
．
に
つ
き
議
長
修
正
案
は
、SP

E

が
、
本
拠
地
を
有
す
る
加
盟
国
に
お
い
て
、
国
内
法
の
定
め
る
登
記
簿
に
登
記
を
し
（
議

長
修
正
案
九
条
以
下
）、
登
記
日
に
法
人
格
を
取
得
す
る
旨
規
定
す
る
と
し
た
上
で
（
議
長
修
正
案
一
〇
条
一
項
）、
そ
の
た
め
の
登
記
手
続
に
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二
五
一

つ
き
規
制
す
る
。
加
え
て
、S

P
E

登
記
前
の
行
為
の
責
任
に
つ
き
、
国
内
法
に
ゆ
だ
ね
る
旨
の
規
定
を
置
く
（
議
長
修
正
案
一
二
条
（
16
））。

最
後
に
議
長
修
正
案
は
、
⑥
．
に
つ
き
、
公
告
等
開
示
に
関
す
る
規
定
を
定
め
る
（
議
長
修
正
案
一
一
条
）。

⑵
．
か
か
るS

P
E

の
設
立
に
関
す
る
規
制
を
、
わ
が
国
に
お
け
る
株
式
会
社
の
規
制
と
対
比
す
る
と
、
ほ
ぼ
同
様
の
規
制
を
有
し
て

い
る
こ
と
が
分
る
（
17
）

。
名
称
に
関
す
る
規
制
は
、
株
式
会
社
一
般
の
商
号
規
制
（
会
社
法
六
条
）
と
し
て
、
本
拠
地
・
支
店
に
関
す
る
規
制

は
、
本
店
・
支
店
に
関
す
る
規
制
（
会
社
法
二
七
条
三
号
、
九
一
一
条
三
項
三
号
）
と
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
存
在
す
る
し
（
18
）

、
定
款
の
記
載
事
項

（
会
社
法
二
六
条
～
二
九
条
）
及
び
変
更
（
会
社
法
四
六
六
条
、
三
〇
九
条
二
項
一
一
号
）
も
、
ほ
ぼ
相
応
し
、
か
つ
よ
り
詳
細
な
規
制
を
有
し

て
い
る
。
登
記
（
会
社
法
九
〇
七
条
以
下
）
及
び
公
告
（
会
社
法
九
三
九
条
以
下
）
も
事
業
の
物
的
設
備
と
し
て
、
浩
瀚
な
規
制
を
有
す
る
。

む
し
ろ
、
こ
れ
ら
は
、
設
立
に
関
す
る
規
制
と
い
う
よ
り
は
、
株
式
会
社
全
般
に
関
す
る
規
制
と
い
っ
て
よ
い
。

前
述
の
と
お
り
、S

P
E

に
お
い
て
、
無
か
ら
（ex nihilo

）S
P

E

を
設
立
す
る
方
法
が
許
容
さ
れ
て
い
る
こ
と
は
、S

E

と
比
べ
た
顕

著
な
違
い
で
あ
る
が
、
わ
が
国
に
お
け
る
株
式
会
社
の
規
制
と
の
対
比
と
い
う
観
点
か
ら
す
る
と
、
彼
我
の
規
制
は
同
一
で
あ
り
、
有
意

な
違
い
を
生
じ
な
い
。
む
し
ろ
、
機
能
的
に
み
て
、
中
小
企
業
の
起
業
促
進
の
た
め
、
よ
り
簡
易
な
設
立
を
許
容
す
る
点
は
、
洋
の
東
西

を
問
わ
な
い
と
い
う
こ
と
を
示
唆
と
し
て
受
け
取
る
べ
き
だ
ろ
う
。
例
え
ば
、S

P
E

の
設
立
に
あ
た
っ
て
は
、
議
長
修
正
案
五
条
ａ
に

お
い
て
、「
一
人
以
上
の
自
然
人
及
び
／
又
は
法
人
に
よ
る
設
立
」
を
許
容
す
る
と
こ
ろ
か
ら
、
原
始
的
一
人
会
社
と
し
て
設
立
す
る
こ

と
も
可
能
で
あ
る
。

３
．S
P
E

の
持
分
（U

nits

）

⑴
．S

P
E

の
持
分
（
議
長
修
正
案
第
三
章
）
に
つ
い
て
は
、
①
．
持
分
の
譲
渡
（
議
長
修
正
案
一
六
条
）
の
他
、
理
事
会
規
則
案
段
階
で



二
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二

は
規
定
さ
れ
た
も
の
の
、
議
長
修
正
案
に
は
な
い
②
．
持
分
所
有
者
の
排
除
（
理
事
会
規
則
案
一
七
条
）、
③
．
持
分
所
有
者
の
脱
退
（
理
事

会
規
則
案
一
八
条
）
に
分
け
て
み
て
み
た
い
。
こ
れ
ら
は
、
持
分
の
属
性
た
る
譲
渡
性
、
取
得
条
項
及
び
取
得
請
求
権
に
ほ
ぼ
対
応
す
る

も
の
で
あ
る
と
と
も
に
、
実
質
的
に
は
、
残
念
な
が
ら
、
議
長
修
正
案
で
そ
の
内
容
が
ほ
と
ん
ど
削
ら
れ
た
と
評
価
で
き
る
も
の
で
あ
る
。

ま
ず
、
①
．
に
つ
い
て
。
理
事
会
規
則
案
の
段
階
で
は
、
持
分
の
譲
渡
の
具
体
的
内
容
は
、
定
款
で
定
め
ら
れ
（
理
事
会
規
則
案
別
記
第

一
第
三
章
）、
そ
の
上
で
、
議
長
修
正
案
は
、
新
た
に
持
分
の
譲
渡
を
制
限
す
る
た
め
に
は
、
持
分
所
有
者
決
議
（
理
事
会
規
則
案
二
七
条
二

項
の
特
別
多
数
決
に
よ
る
決
議
）
だ
け
で
な
く
制
限
の
対
象
た
る
全
て
の
持
分
所
有
者
の
同
意
が
必
要
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
た
（
理
事
会
規
則

案
一
六
条
一
項
）。
こ
れ
に
対
し
、
議
長
修
正
案
で
は
、
本
規
則
の
適
用
の
他
、
国
内
法
が
適
用
さ
れ
る
も
の
と
し
（
議
長
修
正
案
一
六
条
一

項
）、
実
質
的
に
は
条
文
化
を
放
擲
し
て
い
る
と
い
っ
て
よ
い
。

形
式
的
に
も
規
定
が
放
擲
さ
れ
た
の
が
、
②
．
及
び
③
．
で
あ
る
。
簡
単
に
理
事
会
規
則
案
の
内
容
を
紹
介
し
て
お
こ
う
。
②
．
に
つ

き
、
理
事
会
規
則
案
は
、「
持
分
所
有
者
が
欧
州
私
会
社
の
利
益
を
著
し
く
害
し
、
又
は
、
そ
の
者
が
持
分
所
有
者
で
あ
り
続
け
る
こ
と

が
欧
州
私
会
社
の
業
務
活
動
を
害
す
る
こ
と
に
な
る
場
合
」
に
、
管
轄
の
裁
判
所
に
よ
る
「
持
分
所
有
者
の
排
除
」
を
認
め
て
い
た
（
理

事
会
規
則
案
一
七
条
一
項
）。
そ
し
て
、
③
．
に
つ
き
、
理
事
会
規
則
案
は
、S

P
E

の
業
務
が
、S

P
E

か
ら
そ
の
資
産
価
額
の
重
要
な
部

分
が
失
わ
れ
た
等
一
定
の
事
実
に
基
づ
き
、
持
分
所
有
者
の
利
益
を
著
し
く
害
す
る
か
た
ち
で
行
な
わ
れ
、
又
は
行
な
わ
れ
た
場
合
、
当

該
持
分
所
有
者
がS

P
E

か
ら
脱
退
す
る
権
利
を
有
す
る
も
の
と
し
て
い
た
（
理
事
会
規
則
案
一
八
条
一
項
）。
そ
し
て
そ
の
際
の
管
轄
の
裁

判
所
は
、「
脱
退
の
可
否
」
で
な
く
、
脱
退
に
あ
た
っ
て
の
「
持
分
の
価
格
」
等
の
条
件
に
つ
き
、
判
断
を
す
る
に
留
ま
る
も
の
と
さ
れ

て
い
た
（
理
事
会
規
則
案
一
八
条
五
項
六
項
）。

⑵
．
理
事
会
規
則
案
段
階
で
のS

P
E

の
持
分
の
規
制
を
わ
が
国
の
非
公
開
会
社
の
株
式
の
相
応
す
る
規
制
と
比
較
し
た
と
き
、
以
下
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五
三

の
二
点
に
気
づ
く
。

第
一
に
、
持
分
譲
渡
が
株
式
譲
渡
と
、
取
得
条
項
が
持
分
所
有
者
の
排
除
と
、
取
得
請
求
権
が
持
分
所
有
者
の
脱
退
と
そ
れ
ぞ
れ
ほ
ぼ

対
応
し
て
お
り
、
三
者
が
「
持
分
権
者
（
持
分
所
有
者
、
株
主
）
の
会
社
か
ら
の
出
口
（E

X
IT

）」
と
し
て
、
ほ
ぼ
同
格
に
意
識
さ
れ
て
い

る
こ
と
で
あ
る
。
平
成
一
七
年
改
正
前
商
法
の
も
と
に
お
い
て
、
株
式
の
譲
渡
性
は
、
有
限
責
任
制
度
（
会
社
法
一
〇
四
条
）
を
取
る
会
社

法
に
お
い
て
は
退
社
制
度
が
認
め
ら
れ
な
い
た
め
、
唯
一
の
「
投
下
資
本
回
収
」
の
手
段
で
あ
る
と
理
解
さ
れ
て
お
り
、
株
式
譲
渡
自
由

の
原
則
は
強
行
法
的
に
保
障
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
解
さ
れ
て
い
た
。
こ
れ
に
対
し
、
会
社
法
は
、
株
式
の
譲
渡
性
の
位
置
づ
け
を

一
段
落
と
し
、
取
得
条
項
・
取
得
請
求
権
と
並
ぶ
「
株
式
の
属
性
」（
会
社
法
一
〇
七
条
）
の
問
題
と
し
て
整
理
し
た
。

S
P

E

の
規
制
は
、
意
図
せ
ず
し
て
、
か
か
る
会
社
法
の
規
制
の
説
得
性
を
比
較
法
的
に
補
強
す
る
も
の
で
あ
り
、
出
資
者
の
た
め
の

出
口
（E

X
IT

）
と
い
う
観
点
か
ら
規
定
を
プ
ラ
ク
テ
ィ
カ
ル
に
整
理
す
る
も
の
と
理
解
で
き
る
（
19
）

。
会
社
法
が
か
か
る
整
理
を
す
る
に

至
っ
た
背
景
に
は
、
有
限
責
任
に
対
す
る
見
方
の
変
化
が
あ
っ
た
も
の
と
推
測
さ
れ
、
こ
の
こ
と
は
お
そ
ら
くS

P
E

に
つ
い
て
も
同
様

で
あ
ろ
う
と
思
わ
れ
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
四
．
３
．
で
後
述
す
る
こ
と
に
し
た
い
。

第
二
に
、
持
分
所
有
者
の
排
除
、
持
分
所
有
者
の
脱
退
が
、
取
得
条
項
、
取
得
請
求
権
と
ほ
ぼ
対
応
す
る
も
の
で
あ
り
な
が
ら
、
取
得

条
項
、
取
得
請
求
権
の
よ
う
な
当
事
者
間
の
合
意
ベ
ー
ス
で
設
計
で
き
る
も
の
と
さ
れ
て
い
な
い
点
を
指
摘
し
た
い
。
す
な
わ
ち
、
持
分

所
有
者
の
排
除
（
理
事
会
規
則
案
一
七
条
一
項
）
は
、
一
定
の
要
件
の
具
備
と
裁
判
所
の
判
断
を
要
求
し
て
い
る
し
、
持
分
所
有
者
の
脱
退

で
も
、
一
定
の
要
件
具
備
が
必
要
と
さ
れ
る
。
む
し
ろ
、
前
者
は
、
わ
が
国
に
お
け
る
持
分
会
社
の
除
名
（
会
社
法
六
〇
七
条
一
項
八
号
、

八
五
九
条
）
に
相
当
す
る
と
い
え
る
。
後
者
に
お
け
る
、
一
定
の
要
件
は
、
か
な
り
極
限
的
な
状
況
で
あ
り
、
わ
が
国
に
お
け
る
会
社
の

解
散
の
訴
え
（
会
社
法
八
三
三
条
）
の
要
件
に
近
い
と
も
い
え
る
が
、
規
定
の
立
て
付
け
自
体
は
、
持
分
会
社
に
お
け
る
「
や
む
を
得
な
い
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四

事
由
」
が
あ
る
と
き
の
退
社
に
類
似
す
る
と
い
っ
て
よ
い
（
20
）

。

た
だ
、
取
得
条
項
、
取
得
請
求
権
の
要
件
の
設
定
を
工
夫
す
る
こ
と
で
、
そ
れ
ら
が
よ
り
簡
易
に
（
21
）

除
名
、
退
社
と
同
様
の
機
能
を
事
実

上
果
た
す
こ
と
は
知
ら
れ
て
お
り
、
近
時
、
わ
が
国
に
お
け
る
モ
デ
ル
定
款
例
の
中
で
も
、
そ
の
よ
う
な
条
項
を
盛
り
込
む
も
の
も
み
ら

れ
る
（
22
）

。
こ
の
こ
と
か
ら
分
る
よ
う
に
、
取
得
条
項
、
取
得
請
求
権
と
除
名
、
退
社
の
違
い
は
相
対
的
な
も
の
で
あ
り
、
依
然
と
し
て

「
ヴ
ァ
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
」
の
範
囲
内
と
理
解
で
き
る
と
解
さ
れ
る
。

４
．S

P
E

の
資
本
金

⑴
．S

P
E

の
資
本
金
に
つ
き
、
議
長
修
正
案
第
四
章
は
、
①
．
会
社
資
本
金
（
議
長
修
正
案
一
九
条
）、
②
．
持
分
の
対
価
（
議
長
修
正

案
二
〇
条
）、
③
．
利
益
配
当
（
議
長
修
正
案
二
一
条
～
二
三
条
）、
④
．
資
本
減
少
（
議
長
修
正
案
二
四
条
）、
⑤
．
監
査
（
議
長
修
正
案
二
六
条
）

に
つ
き
規
定
す
る
（
23
）

。
こ
こ
で
は
、
重
要
性
に
鑑
み
①
．
②
．
及
び
③
．
に
つ
い
て
の
み
解
説
す
る
。

ま
ず
、
①
．
は
、S

P
E

の
「
目
玉
」
で
あ
る
最
低
資
本
金
に
つ
き
定
め
る
も
の
で
あ
り
、S

P
E

の
最
低
資
本
金
は
、
一
ユ
ー
ロ
（
24
）

以
上

と
さ
れ
る
（
議
長
修
正
案
一
九
条
三
項
：
た
だ
し
加
盟
国
は
、
八
〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
を
超
え
な
い
範
囲
で
、
こ
れ
以
上
の
最
低
資
本
金
の
定
め
を
置
く
こ
と

が
で
き
る
。
な
お
、「
最
大
」
資
本
金
に
関
す
る
規
制
は
有
し
な
い
。）。
か
か
る
最
低
資
本
金
規
制
は
、S

P
E

に
新
規
設
立
を
容
易
に
す
る
目
的

か
ら
定
め
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
。
た
だ
、
高
額
の
最
低
資
本
金
を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
債
権
者
を
保
護
す
る
既
存
の
Ｅ
Ｕ
法
の
ア
プ

ロ
ー
チ
か
ら
著
し
く
乖
離
す
る
も
の
で
あ
り
、
事
実
上
最
低
資
本
金
規
制
と
そ
れ
に
基
づ
く
債
権
者
保
護
を
撤
廃
す
る
に
等
し
い
。
そ
の

他
、
議
長
修
正
案
は
、S

P
E

の
資
本
金
は
、
そ
の
全
額
に
つ
き
引
受
が
な
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
が
（
議
長
修
正
案
一
九
条
二
項
）、
持
分
は

発
行
時
に
そ
の
満
額
が
払
い
込
ま
れ
る
必
要
が
な
い
も
の
と
し
て
お
り
（
議
長
修
正
案
二
〇
条
一
項
）、
授
権
資
本
制
度
に
近
い
制
度
を
構
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二
五
五

築
し
て
い
る
。

②
．
は
、
設
立
時
又
は
増
資
時
に
お
け
る
出
資
対
象
財
産
に
関
す
る
規
制
で
あ
る
。
出
資
額
の
決
定
は
、「
合
意
」
に
よ
り
、
出
資
の

方
法
は
、
金
銭
出
資
及
び
現
物
出
資
の
み
が
認
め
ら
れ
て
い
る
（
議
長
修
正
案
二
〇
条
一
項
、
一
項
ａ
、
二
項
）。
金
銭
出
資
・
現
物
出
資
の

い
ず
れ
（
又
は
双
方
）
に
よ
る
か
、
対
価
の
払
込
・
給
付
の
時
期
、
現
物
出
資
を
独
立
の
専
門
家
に
評
価
さ
せ
る
こ
と
の
要
否
、
そ
の
際

の
手
続
等
に
つ
い
て
は
、
定
款
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

③
．
は
、
い
わ
ゆ
る
配
当
規
制
に
つ
き
統
一
準
則
を
定
め
る
も
の
で
あ
る
。
こ
こ
に
利
益
配
当
と
は
、
持
分
所
有
者
が
有
す
る
持
分
に

基
づ
い
て
、
直
接
又
は
間
接
にS

P
E

か
ら
支
払
わ
れ
る
一
切
の
財
務
的
利
益
を
指
す
（
議
長
修
正
案
二
条
一
項
⒞
）。
利
益
配
当
に
関
す
る

二
二
条
の
規
制
は
自
己
持
分
の
取
得
の
場
合
に
準
用
さ
れ
る
（
議
長
修
正
案
二
三
条
二
項
）。
手
続
は
、
業
務
執
行
機
関
た
る
統
括
機
関
（
議

長
修
正
案
二
条
一
項
⒠
）
に
よ
り
提
案
さ
れ
、
持
分
所
有
者
決
議
を
要
す
る
（
議
長
修
正
案
二
八
条
一
項
⒠
⒡
）。
違
法
な
利
益
配
当
に
関
し
て

は
、
受
領
し
た
持
分
所
有
者
に
対
し
返
還
義
務
の
制
裁
が
課
さ
れ
る
（
議
長
修
正
案
二
二
条
）。

利
益
配
当
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
の
は
、
利
益
配
当
後
の
資
産
価
額
が
負
債
の
全
額
と
同
額
以
上
と
な
る
場
合
に
限
ら
れ
て
お
り
、
い

わ
ゆ
る
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
・
テ
ス
ト
（B

alance S
heet T

est
）
が
採
用
さ
れ
て
い
る
（
議
長
修
正
案
二
一
条
一
項
）。
議
長
修
正
案
は
、
支
払

能
力
テ
ス
ト
（S

olvency T
est

）
を
定
款
で
定
め
る
こ
と
を
要
求
す
る
（
議
長
修
正
案
二
一
条
二
項
）。

⑵
．
こ
こ
で
は
次
の
三
点
を
挙
げ
て
お
き
た
い
。
第
一
に
、S

P
E

が
表
示
規
制
と
し
て
の
最
低
資
本
金
を
廃
止
し
た
こ
と
は
、
既
に

同
制
度
を
廃
止
し
て
い
る
わ
が
国
の
会
社
法
に
と
っ
て
、
特
段
目
新
し
い
も
の
で
は
な
い
（
25
）

。

第
二
に
、
現
物
出
資
規
制
に
つ
い
て
で
あ
る
。
出
資
方
法
と
し
て
、
金
銭
出
資
と
現
物
出
資
の
み
を
認
め
、
労
務
出
資
や
信
用
出
資
を

認
め
な
い
点
で
、
わ
が
国
の
株
式
会
社
及
び
合
同
会
社
（
会
社
法
五
七
六
条
一
項
六
号
、
一
五
一
条
）
と
共
通
す
る
が
、
現
物
出
資
に
あ
た
り



二
五
六

検
査
役
に
よ
る
調
査
を
定
款
自
治
に
委
ね
、
強
制
し
て
い
な
い
点
か
ら
す
る
と
、
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
よ
り
合
同
会
社
に
近
い
と
も
み
う

る
。
た
だ
、
株
式
会
社
に
お
い
て
も
、
検
査
役
の
調
査
を
必
要
と
し
な
い
一
定
の
例
外
が
認
め
ら
れ
て
お
り
（
会
社
法
三
三
条
一
〇
項
、

二
〇
七
条
九
項
）、
実
務
で
は
、
も
っ
ぱ
ら
か
か
る
「
例
外
」
を
用
い
た
現
物
出
資
を
活
用
す
る
の
で
（
26
）

、
か
か
る
違
い
は
実
際
に
は
相
対
的

で
あ
る
。

む
し
ろ
、
合
同
会
社
に
お
い
て
現
物
出
資
の
検
査
役
調
査
が
不
要
と
さ
れ
る
の
は
、
合
同
会
社
が
ヴ
ェ
ン
チ
ャ
ー
法
制
の
一
翼
を
担
う

と
の
判
断
の
下
、
社
員
間
の
出
資
比
率
を
定
款
自
治
に
委
ね
た
か
ら
で
あ
る
が
（
27
）

、S
P

E

で
は
、
よ
り
一
般
的
な
定
款
自
治
の
問
題
と
し

て
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
こ
と
に
注
目
し
た
い
。
近
時
、
債
権
者
保
護
の
あ
り
方
の
変
化
に
対
応
し
、
現
物
出
資
規
制
を
、
債
権
者
保
護

の
た
め
の
制
度
と
し
て
で
は
な
く
、
株
主
間
の
利
害
調
整
の
た
め
の
制
度
と
し
て
理
解
す
る
見
解
（
28
）

も
提
唱
さ
れ
て
い
る
が
、S

P
E

に
お

け
る
現
物
出
資
規
制
は
、
こ
の
点
で
は
、
か
か
る
見
解
に
親
和
す
る
面
が
あ
る
と
い
っ
て
よ
い
。

第
三
に
、
配
当
規
制
で
あ
る
が
、
利
益
配
当
と
自
己
持
分
の
取
得
と
を
統
一
的
に
規
制
す
るS

P
E

の
ア
プ
ロ
ー
チ
は
、
会
社
法
に
お

け
る
剰
余
金
配
当
規
制
に
ほ
ぼ
対
応
し
た
も
の
と
い
え
る
。
注
目
さ
れ
る
べ
き
な
の
は
、S

P
E

が
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
・
テ
ス
ト
だ
け
で

な
く
支
払
能
力
テ
ス
ト
を
求
め
て
い
る
点
で
あ
る
。

結
局
の
と
こ
ろ
、
最
低
資
本
金
、
現
物
出
資
規
制
、
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
・
テ
ス
ト
は
、
い
ず
れ
も
、
資
本
制
度
を
前
提
と
し
た
債
権
者

保
護
の
現
れ
と
い
う
べ
き
制
度
で
あ
り
、S

P
E

と
わ
が
国
の
会
社
法
が
、
と
も
に
こ
れ
ら
を
放
擲
し
つ
つ
あ
る
の
は
、
有
限
責
任
の
事

業
体
に
お
け
る
債
権
者
保
護
が
、
資
本
制
度
を
前
提
と
し
た
も
の
か
ら
別
の
形
へ
と
転
換
し
つ
つ
あ
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
よ
う
に
思
わ

れ
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
四
．
３
．
で
立
ち
入
っ
て
検
討
す
る
こ
と
に
し
た
い
。
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二
五
七

５
．S
P
E

の
組
織

⑴
．S

P
E

の
組
織
に
つ
き
、
議
長
修
正
案
第
五
章
は
、
①
．

統
括
機
関
（m

anagem
ent body

）・
持
分
所
有
者
間
の
権
限
分

配
（
議
長
修
正
案
二
七
条
～
三
〇
条
）、
②
．
役
員
の
資
格
（
議
長

修
正
案
三
一
条
～
三
四
条
）
に
つ
い
て
規
定
す
る
。

ま
ず
、
①
．
に
つ
い
て
み
て
い
こ
う
。
第
一
にS

P
E

に
お

け
る
主
た
る
意
思
決
定
機
関
は
、
持
分
所
有
者
を
構
成
員
と
す

る
総
会
で
あ
る
と
さ
れ
る
（
議
長
修
正
案
二
七
条
一
ａ
項
）。

議
長
修
正
案
上
、
持
分
所
有
者
が
行
使
す
べ
き
も
の
と
さ
れ

る
権
限
は
、
個
々
の
構
成
員
が
有
す
る
と
さ
れ
る
情
報
取
得
権

（
議
長
修
正
案
二
九
条
）
を
除
き
、
持
分
所
有
者
の
多
数
に
よ
る

決
議
に
よ
り
定
め
る
（
議
長
修
正
案
二
八
条
一
項
）。
決
議
要
件

は
、
定
款
で
定
め
ら
れ
る
が
（
別
表
第
一
⑽
）、
一
定
の
場
合
に

は
少
数
持
分
所
有
者
保
護
の
た
め
特
別
多
数
決
に
よ
る
こ
と
が

要
求
さ
れ
る
（
議
長
修
正
案
二
八
条
二
項
（
29
））。

以
上
を
ま
と
め
た

も
の
が
、
次
の
表
一
で
あ
る
（（
削
除
）
と
あ
る
の
は
、
理
事
会
規

則
案
に
あ
っ
た
が
、
議
長
修
正
案
で
は
削
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
。）。

【表一】

SPE
⒜．�（削除）（持分に結合された権利

の変更）
（特別多数決：理事会規則案27条 2 項）

⒝．（削除）（持分所有者の排除）
⒞．（削除）（持分所有者の脱退）
⒟．年次決算書の承認
⒠．持分所有者への利益配当
⒡．自己持分の取得 特別多数決（議長修正案28条 2 項）
⒢．会社資本金の増資 特別多数決（議長修正案28条 2 項）
⒣．会社資本金の減資 特別多数決（議長修正案28条 2 項）
⒤．取締役の選解任並びに任期
⒥．�SPEが会計監査人を有する場合

には、会計監査人の選任及び解任
⒦．�SPEの登記上の本拠地の他の加

盟国への移転
特別多数決（議長修正案28条 2 項）

⒧．（削除）
⒨．（削除）
⒩．解散
⒪．定款の変更 特別多数決（議長修正28条 2 項）
（oa）．従業員参加に関して



二
五
八

な
お
、
前
述
の
持
分
所
有
者
決
議
は
、
実
際
に
総
会
を
招
集
し
て
な
さ
れ
る
必
要
が
な
い
（
議
長
修
正
案
二
八
条
三
項
）。

ま
た
、
少
数
持
分
所
有
者
権
の
た
め
、
議
長
修
正
案
は
、
情
報
取
得
権
（
議
長
修
正
案
二
九
条
）、
決
議
の
議
案
提
出
を
求
め
る
権
利

（
議
長
修
正
案
三
〇
条
）
を
置
く
。
後
者
の
申
立
て
に
あ
た
っ
て
は
、
持
分
に
結
合
さ
れ
た
議
決
権
の
一
〇
〇
分
の
五
を
有
す
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
る
。

第
二
に
、
統
括
機
関
の
構
成
に
つ
き
み
て
み
る
。
す
べ
て
のS

P
E

は
、
一
つ
の
統
括
機
関
を
有
し
、
統
括
機
関
は
、
持
分
所
有
者
が

行
使
す
る
前
述
の
権
利
を
除
き
、S

P
E

の
一
切
の
権
限
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
議
長
修
正
案
二
七
条
一
ｃ
項
）。
統
括
機
関
は
、
一

人
の
取
締
役
に
よ
り
構
成
さ
れ
る
場
合
に
お
け
る
当
該
取
締
役
、
二
人
以
上
の
取
締
役
に
よ
り
構
成
さ
れ
る
場
合
に
お
け
る
個
々
の
取
締

役
、
二
層
式
（dual board

）
に
お
け
る
統
括
合
議
体
（the m

anagem
ent board

）、
及
び
一
層
式
（unitary board

）
に
お
け
る
経
営
管
理
合

議
体
（the adm

inistrative board

）
を
指
す
（
議
長
修
正
案
二
条
一
項
⒠
）。

次
に
、
②
．
に
つ
い
て
み
る
。
役
員
と
は
、S

P
E

の
一
切
の
取
締
役
並
び
に
統
括
機
関
、
経
営
管
理
機
関
及
び
監
査
機
関
の
一
切
の

構
成
員
を
い
う
（
議
長
修
正
案
二
条
一
項
⒟
）。
役
員
は
、
第
三
者
に
対
し
、S

P
E

を
代
表
す
る
（
議
長
修
正
案
三
四
条
一
項
）。
議
長
修
正
案

は
、
役
員
の
資
格
に
つ
き
、
法
人
（
議
長
修
正
案
三
一
条
一
項
）
及
び
一
の
加
盟
国
に
お
い
て
任
務
遂
行
に
不
適
格
と
宣
言
さ
れ
た
者
（
同

条
三
項
）
が
、
い
ず
れ
も
役
員
に
な
り
え
な
い
こ
と
を
規
定
す
る
外
は
、
役
員
に
関
す
る
規
制
に
つ
き
沈
黙
す
る
（
30
）

。
役
員
の
選
出
の
基
準
、

役
員
の
選
解
任
な
ど
は
す
べ
て
定
款
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

議
長
修
正
案
は
、
役
員
の
義
務
及
び
責
任
に
つ
い
て
規
定
を
置
い
て
い
な
い
（
議
長
修
正
案
三
二
条
、
三
三
条
は
削
除
）。
理
事
会
規
則
案

の
段
階
で
は
置
か
れ
て
い
た
も
の
が
削
除
さ
れ
た
か
ら
で
あ
る
。
関
連
し
て
理
事
会
規
則
案
に
つ
き
触
れ
て
お
く
に
、
ま
ず
理
事
会
規
則

案
は
、
役
員
の
義
務
に
つ
き
、
役
員
がS

P
E

に
対
し
て
負
う
義
務
に
つ
き
（
理
事
会
規
則
案
三
一
条
二
項
）、
可
能
な
限
りS

P
E

の
最
善
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二
五
九

の
利
益
の
た
め
に
行
為
す
べ
き
で
あ
り
、
右
行
為
は
、
業
務
活
動
遂
行
に
あ
た
っ
て
合
理
的
に
要
求
さ
れ
う
る
注
意
及
び
技
量
を
も
っ
て

な
さ
れ
る
べ
き
旨
を
定
め
て
い
た
（
同
条
一
項
）。
非
常
に
抽
象
的
・
一
般
的
な
規
定
ぶ
り
で
あ
り
、
い
か
な
る
場
合
に
こ
の
義
務
に
違
反

し
た
か
の
判
断
は
、
国
内
裁
判
所
に
委
ね
ら
れ
る
も
の
と
さ
れ
て
い
た
。
そ
の
他
、
理
事
会
規
則
案
は
、
利
益
相
反
に
つ
い
て
の
規
定
を

用
意
し
（
議
長
修
正
案
三
一
条
三
項
）、S

P
E

は
、
定
款
・
持
分
所
有
者
決
議
に
よ
り
、
こ
れ
以
外
に
役
員
の
義
務
を
定
め
る
こ
と
も
で
き

る
と
さ
れ
て
い
た
（
理
事
会
規
則
案
三
一
条
四
項
）。

役
員
の
責
任
に
関
し
、
理
事
会
規
則
案
は
、
役
員
が
前
記
義
務
に
違
反
し
た
場
合
、
当
該
役
員
が
、S

P
E

に
対
し
て
、
連
帯
し
て
損

害
賠
償
の
責
任
を
負
う
も
の
と
し
て
い
た
（
理
事
会
規
則
案
三
一
条
四
項
）。
役
員
が
負
う
義
務
が
会
社
に
対
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
反

映
し
て
、
責
任
に
つ
い
て
も
対
会
社
責
任
の
み
が
認
め
ら
れ
て
お
り
、
代
表
訴
訟
に
つ
い
て
の
定
め
は
な
く
、
そ
の
義
務
を
法
的
に
執
行

す
る
こ
と
が
で
き
る
の
は
、
当
該S

P
E
の
み
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
た
。
ま
た
理
事
会
規
則
案
は
、
第
三
者
責
任
に
関
す
る
定
め
を
置
い

て
い
な
か
っ
た
。

⑵
．
ま
ず
、
統
括
（
業
務
執
行
）
機
関
・
持
分
所
有
者
（
株
主
）
間
の
権
限
分
配
に
つ
い
て
み
て
い
こ
う
。
こ
こ
で
は
二
点
を
指
摘
し
た
い
。

ま
ず
、S

P
E

の
持
分
所
有
者
決
議
を
要
す
る
事
項
と
、
株
式
会
社
に
お
け
る
株
主
総
会
の
対
応
す
る
決
議
事
項
を
比
較
し
て
み
た
の
が
、

次
の
表
二
で
あ
る
（（
削
除
）
と
あ
る
の
は
、
理
事
会
規
則
案
に
あ
っ
た
が
、
議
長
修
正
案
で
は
削
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
。）。
こ
れ
を
み
る
と
、
両

者
が
、
若
干
の
凸
凹
が
あ
る
も
の
の
、
決
議
要
件
が
加
重
さ
れ
る
場
合
を
含
め
、
ほ
ぼ
対
応
・
類
似
し
て
い
る
こ
と
を
認
識
す
る
こ
と
が

で
き
る
。

次
に
統
括
機
関
の
構
成
で
あ
る
が
、
対
応
す
る
非
公
開
会
社
の
株
主
総
会
以
外
の
機
関
設
計
を
み
る
に
、
一
人
以
上
の
取
締
役
に
よ
り

構
成
さ
れ
る
場
合
は
、
取
締
役
一
人
の
み
を
お
く
場
合
（
最
小
限
の
形
態
）
に
、
二
層
式
は
監
査
役
設
置
会
社
に
、
一
層
式
は
委
員
会
設
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【表二】
SPEの持分所有者
決議を要する事項

株式会社の規制

⒜．�（持分に結合さ
れた権利の変更）

（特別多数決：理事
会規則案27条 2 項）

定款の変更 株主全員の同意（会社法
110条、111条）
ただし全部取得条項付種
類株式への変更の場合に
は、 種 類 株 主 総 会 決 議

（会社法111条 2 項、324条
2 項）

⒝．�（持分所有者の
排除）

⒞．�（持分所有者の
脱退）

⒟．�年 次 決 算 書 の
承認

計 算 書 類 の 承 認
（会社法438条 2 項）

普通決議（会社法309条 1
項）

⒠．�持 分 所 有 者 へ
の利益配当

剰余金の配当に関
す る 事 項 の 決 定

（会社法454条 1 項）

普通決議（会社法309条 1
項）

⒡．�自 己 持 分 の 取
得

自己の株式の有償
取得（会社法156条
1 項）

原則として普通決議（会
社法309条 2 項 2 号かっこ
書）

⒢．�会 社 資 本 金 の
増資

非公開会社：特別決議（会社法190条 2 項）
公開会社：株主割当以外の方法による有利発
行の場合を除き、取締役会が決定（会社法 
201条 1 項）

⒣．�会 社 資 本 金 の
減資

特別多数決（議長
修正案28条 2 項）

資本金の額の減少
（会社法447条 1 項）

原則として特別決議（会
社法309条 2 項 9 号）

⒤．�取 締 役 の 選 解
任並びに任期 選任：普通決議（会社法341条 1 項、309条 1

項）。ただし会社法342条を参照。
解任：累積投票により選任された取締役を解
任する場合と、監査役を解任する場合のみ特
別決議、それ以外は普通決議309条 2 項 7 号）。
ただし会社法341条を参照。

⒥．�SPEが 会 計 監
査人を有する場
合 に は、 会 計 監
査人の選任及び
解任

⒦．�SPEの 登 記 上
の本拠地の他の
加盟国への移転

×（該当する制度なし）

⒧．（削除）
⒨．（削除）
⒩．解散 特別多数決（議長

修正案28条 2 項）
解散（会社法471条
3 号）

特別決議（会社法309条 2
項11号）

⒪．定款の変更 定款の変更（会社
法466条）

特別決議（会社法309条 2
項11号）

（oa）．�従業員参加に
関して
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置
会
社
に
ほ
ぼ
対
応
す
る
と
い
え
よ
う
か
（
31
）

。
機
関
設
計
を
定
款
自
治
の
問
題
と
す
る
点
で
は
、
彼
我
の
ア
プ
ロ
ー
チ
は
全
く
共
通
し
て
お

り
、
違
い
は
わ
が
国
の
非
公
開
会
社
の
方
が
、
設
計
の
範
囲
が
広
い
点
に
あ
る
。
た
だ
、
わ
が
国
の
場
合
、
許
容
さ
れ
る
機
関
設
計
の
組

み
合
わ
せ
の
数
こ
そ
多
い
も
の
の
、
実
際
に
利
用
可
能
性
を
考
え
れ
ば
、
さ
ほ
ど
違
い
は
な
く
、
誤
差
の
範
囲
内
と
い
え
よ
う
。

⑶
．
次
い
で
、
役
員
の
資
格
及
び
（
議
長
修
正
案
で
は
残
念
な
が
ら
削
ら
れ
て
し
ま
っ
た
）
役
員
の
義
務
及
び
責
任
に
つ
い
て
も
比
較
し
て

み
た
い
。
こ
こ
で
は
三
点
を
指
摘
し
た
い
。

第
一
に
、
取
締
役
の
資
格
に
つ
い
て
で
あ
る
。
理
事
会
規
則
案
と
同
様
、
わ
が
国
の
会
社
法
は
、
取
締
役
の
資
格
に
つ
い
て
、
ネ
ガ

テ
ィ
ヴ
リ
ス
ト
（
会
社
法
三
三
一
条
一
項
本
文
参
照
）
と
し
て
の
規
律
を
置
き
、
相
応
す
る
と
こ
ろ
を
み
る
と
（
32
）

、
法
人
（
同
項
一
号
）
に
つ
い

て
は
同
様
に
取
締
役
の
欠
格
事
由
と
す
る
が
、「
破
産
手
続
開
始
決
定
を
受
け
、
復
権
し
な
い
者
」
に
つ
い
て
は
、D

IP

型
倒
産
手
続
を

意
識
し
て
、
あ
え
て
こ
れ
を
欠
格
事
由
と
し
て
い
な
い
。「
任
務
遂
行
に
不
適
格
と
宣
言
さ
れ
た
者
」
を
取
締
役
の
欠
格
事
由
と
す
る
議

長
修
正
案
は
、
お
そ
ら
く
、
イ
ギ
リ
ス
の
「
資
格
剥
奪
法
」（C

om
pany D

irectors D
isqualification A

ct 1986

）
に
典
型
的
に
み
ら
れ
る
よ

う
な
、
債
権
者
主
導
型
の
倒
産
法
制
を
持
つ
国
の
法
制
か
ら
影
響
を
受
け
て
い
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
こ
の
点
、「
事
業
再
生A

D
R

」
に
典

型
的
に
み
ら
れ
る
よ
う
に
、
ア
メ
リ
カ
流
の
「
事
業
再
生
」
を
素
直
に
受
け
入
れ
た
わ
が
国
の
法
制
と
の
違
い
が
顕
著
で
あ
り
、
事
業
再

生
を
意
識
し
て
設
計
さ
れ
て
い
る
会
社
法
に
も
違
い
と
な
っ
て
現
れ
て
い
る
。

第
二
に
、
取
締
役
の
義
務
が
非
常
に
一
般
的
・
抽
象
的
で
あ
る
こ
と
に
つ
い
て
で
あ
る
。
か
か
る
条
項
は
、
あ
く
ま
で
も
一
般
条
項
で

あ
る
の
で
、
具
体
的
状
況
に
お
い
て
、
何
が
か
か
る
「
義
務
」
に
違
反
す
る
か
は
、
裁
判
所
の
判
断
に
委
ね
ら
れ
る
。
む
し
ろ
ケ
ー
ス
・

ロ
ー
の
生
成
を
促
す
趣
旨
で
あ
え
て
、
か
か
る
規
定
に
な
っ
た
と
い
っ
て
よ
い
か
も
し
れ
な
い
。
例
え
ば
、
英
国
のS

P
E

で
あ
れ
ば
、

注
意
の
標
準
に
つ
き
、
客
観
的
な
事
情
（
同
条
二
項
⒜
）
と
主
観
的
な
事
情
（
同
条
二
項
⒝
）
を
併
用
す
る
こ
と
を
明
示
し
、
折
衷
基
準
を



二
六
二

採
用
す
る
二
〇
〇
六
年
会
社
法
（C

om
panies A

ct 2006

）
一
七
四
条
（
33
）

及
び
判
例
法
（
34
）

に
従
い
、
注
意
の
標
準
に
関
す
る
基
準
は
、
客
観
的
な

事
情
と
主
観
的
な
事
情
を
併
用
す
る
折
衷
基
準
（D

ual objective/subjective standard

）
に
よ
る
こ
と
と
な
ろ
う
。

た
だ
、
取
締
役
の
義
務
と
し
て
一
般
条
項
的
な
規
定
を
有
す
る
点
で
は
、
わ
が
国
も
同
様
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
取
締
役
は
委
任
契
約

に
基
づ
き
善
管
注
意
義
務
（
会
社
法
三
三
〇
条
、
民
法
六
四
四
条
）
を
負
う
と
と
も
に
忠
実
義
務
（
会
社
法
三
五
五
条
）
を
負
い
、
両
者
の
関

係
は
判
例
に
よ
れ
ば
、
同
一
の
も
の
と
理
解
さ
れ
る
と
こ
ろ
、
か
か
る
義
務
は
、
ま
さ
に
「
一
般
条
項
」
と
い
っ
て
差
し
支
え
あ
る
ま
い
。

問
題
は
、
一
般
条
項
で
あ
る
こ
と
そ
れ
自
体
で
な
く
、
か
か
る
一
般
条
項
が
ど
の
程
度
機
能
し
て
い
る
か
で
あ
る
と
言
わ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
ち
な
み
に
、
日
本
法
上
の
善
管
注
意
義
務
か
ら
は
、
判
例
法
を
通
じ
て
、
内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
構
築
義
務
、
経
営
判
断
の
原
則
と

い
っ
た
派
生
的
原
則
と
言
う
べ
き
も
の
が
産
み
出
さ
れ
て
い
る
。

第
三
に
、
責
任
に
つ
い
て
み
る
に
、
理
事
会
規
則
案
が
、
対
会
社
責
任
の
み
を
規
定
し
、
代
表
訴
訟
、
対
第
三
者
責
任
の
規
定
を
有
し

て
い
な
い
の
に
対
し
、
日
本
法
は
、
三
者
（
株
式
会
社
に
つ
い
て
は
、
会
社
法
四
二
三
条
、
八
四
七
条
、
四
二
九
条
、
持
分
会
社
に
つ
い
て
は
、
会

社
法
五
九
六
条
、
五
九
七
条
、
六
〇
二
条
）
に
つ
き
規
定
を
有
す
る
。
や
や
気
に
な
る
の
は
、
日
本
法
に
お
い
て
株
式
会
社
の
役
員
の
対
第

三
者
責
任
（
会
社
法
四
二
九
条
一
項
）
が
、
法
人
格
否
認
の
法
理
の
代
替
的
機
能
を
営
み
、
小
規
模
非
公
開
会
社
に
お
け
る
会
社
債
権
者
保

護
の
機
能
を
果
た
し
て
い
る
点
で
あ
る
。
同
じ
くS

M
E

s
用
の
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
で
あ
るS

P
E

に
お
い
て
も
同
様
の
事
態
が
想
定
さ
れ
る

と
こ
ろ
、
相
応
す
る
規
定
が
存
在
し
な
い
以
上
、
ダ
イ
レ
ク
ト
に
法
人
格
否
認
の
法
理
の
適
用
が
問
題
と
な
ら
ざ
る
を
得
な
い
の
で
は
な

い
か
。
そ
う
す
る
と
、
例
え
ば
イ
ギ
リ
ス
の
よ
う
に
、
法
人
の
単
体
性
を
強
調
し
、
法
人
格
否
認
の
法
理
の
適
用
を
著
し
く
狭
く
捉
え
る

法
制
の
下
で
は
、
会
社
債
権
者
に
対
し
ど
の
よ
う
な
実
効
的
な
救
済
が
与
え
ら
れ
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
こ
の
点
も
、
会
社
債
権
者
保
護
の

問
題
と
し
て
、
後
で
四
．
３
．
に
お
い
て
ま
と
め
て
考
え
て
み
た
い
。
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６
．
小
　
括

以
上
の
と
お
り
、SP

E

の
概
要
を
わ
が
国
の
非
公
開
会
社
と
対
比
し
て
述
べ
た
が
、
こ
こ
でS

P
E

が
果
た
し
てS

M
E

s

用
の
フ
ォ
ー

マ
ッ
ト
と
し
て
、
適
切
な
も
の
と
し
て
仕
組
ま
れ
て
い
る
か
に
つ
い
て
、
小
括
し
て
お
き
た
い
。

第
一
に
、「
理
事
会
規
則
案
」
か
ら
「
欧
州
議
会
案
」、「
議
長
修
正
案
」
へ
と
至
る
に
つ
れ
、
削
除
さ
れ
る
項
目
が
増
え
て
お
り
、
そ

れ
に
伴
い
、
各
国
内
法
に
依
拠
す
る
場
面
が
増
え
て
き
た
。
こ
れ
に
よ
り
、S

M
E

s

の
域
内
通
商
の
た
め
の
共
通
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
と
し
て

の
色
彩
は
、
希
薄
化
し
て
い
か
ざ
る
を
得
な
い
こ
と
に
な
る
。
立
法
は
政
治
で
あ
り
、
政
治
は
妥
協
で
あ
る
も
の
の
、
当
初
の
意
気
込
み

か
ら
大
き
く
後
退
し
た
感
は
否
め
な
い
。

第
二
に
、（
第
一
の
点
と
連
動
す
る
が
）
せ
っ
か
くS

P
E

に
つ
き
、
無
か
ら
（ex nihilo

）
設
立
す
る
方
法
を
許
容
し
て
も
、
各
国
内
法
の

呪
縛
か
ら
免
れ
る
こ
と
が
で
き
ず
、S

M
E

s
に
と
っ
て
あ
え
てS

P
E

を
設
立
す
る
メ
リ
ッ
ト
が
な
い
よ
う
に
見
受
け
ら
れ
る
。

そ
し
て
、
第
三
に
、S

P
E

に
つ
き
、
最
大
資
本
金
規
制
が
な
い
こ
と
を
併
せ
考
え
れ
ば
、
当
初
の
予
想
と
は
逆
に
、S

P
E

が
大
規
模

非
公
開
会
社
向
け
の
制
度
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
く
と
い
う
皮
肉
な
可
能
性
す
ら
あ
る
と
い
え
よ
う
（
35
）

。S
P

E

か
ら
、
わ
が
国
の
非
公
開

会
社
法
制
改
革
の
た
め
の
示
唆
を
得
る
に
あ
た
っ
て
、
か
か
るS

P
E

が
制
度
と
し
て
抱
え
る
問
題
点
を
意
識
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
と

思
わ
れ
る
。

四
．
検　

討

１
．
は
じ
め
に

こ
れ
ま
で
、S

P
E

と
非
公
開
会
社
を
、
議
長
修
正
案
の
項
目
ご
と
に
対
比
し
て
、
比
較
を
し
て
き
た
。
そ
こ
か
ら
、
大
き
く
定
款
自



二
六
四

治
の
問
題
と
債
権
者
保
護
の
問
題
と
が
浮
か
び
上
が
っ
て
き
た
こ
と
が
分
か
る
。
そ
こ
で
、
今
度
は
観
点
を
変
え
て
、
こ
の
定
款
自
治
と

債
権
者
保
護
の
二
点
に
つ
き
、S

P
E

と
非
公
開
会
社
を
全
体
と
し
て
比
較
・
検
討
し
て
み
た
い
。

２
．
定
款
自
治

⑴
．
ま
ず
定
款
自
治
と
そ
の
限
界
に
つ
い
て
考
え
て
み
た
い
。L

L
C

（L
im

ited L
iability C

om
pany

）
やL

L
P

（L
im

ited L
iability 

P
artnership

）
の
よ
う
に
人
的
資
産
を
活
用
す
る
事
業
体
に
お
い
て
は
（
36
）

、
種
々
の
ア
レ
ン
ジ
メ
ン
ト
を
可
能
に
す
る
べ
く
定
款
自
治
が
強

く
要
請
さ
れ
る
が
、
他
面
に
お
い
て
、
あ
ま
り
に
も
自
治
に
ゆ
だ
ね
ら
れ
る
範
囲
が
広
い
と
、
か
え
っ
て
そ
れ
が
ア
ダ
と
な
り
使
い
づ
ら

く
な
っ
て
し
ま
う
（
37
）

。

⑵
．S

P
E

の
強
行
法
規
性
と
定
款
自
治
に
つ
い
て
は
、
次
の
よ
う
に
ま
と
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

S
P

E

に
は
、
ま
ず
、
議
長
修
正
案
中
の
直
接
適
用
可
能
な
強
行
規
定
が
適
用
さ
れ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、S

P
E

の
設
立
が
容
易
に
な
る

と
と
も
に
、
域
内
に
お
け
るS
P

E

の
統
一
性
が
あ
る
程
度
担
保
さ
れ
る
（
議
長
修
正
案
四
条
一
項
（
38
）

）。

次
い
で
、
議
長
修
正
案
の
別
記
第
一
に
掲
げ
る
一
定
の
事
項
に
つ
い
て
、S

P
E

は
定
款
で
定
め
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
（
議
長
修

正
案
八
条
一
項
）、
こ
れ
ら
の
事
項
に
つ
い
て
は
、
定
款
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
。
別
記
第
一
（A

N
N

E
X

 I T
O

 T
H

E
 A

N
N

E
X

）
は
、S

P
E

の
設
立
、
持
分
、
資
本
金
に
関
す
る
事
項
の
ほ
か
、
そ
の
組
織
に
関
す
る
事
項
が
広
く
含
ま
れ
て
い
る
。

最
後
に
、
前
記
の
い
ず
れ
で
も
な
い
事
項
に
つ
い
て
は
、S

P
E

の
本
拠
地
た
る
加
盟
国
に
お
け
る
有
限
責
任
の
私
会
社
に
関
し
制
定

し
た
法
規
定
が
適
用
さ
れ
る
（
議
長
修
正
案
四
条
二
項
）。

以
上
の
と
こ
ろ
か
ら
、
議
長
修
正
案
の
強
行
法
規
性
を
第
一
義
に
掲
げ
つ
つ
、
幅
広
く
定
款
自
治
を
許
容
し
て
い
る
こ
と
を
見
て
取
る
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五

こ
と
が
で
き
る
。

⑶
．
他
方
、
非
公
開
会
社
に
つ
い
て
は
ど
う
か
。
対
応
す
る
制
度
に
つ
き
前
述
し
た
と
お
り
、
わ
が
国
に
お
い
て
も
、
定
款
自
治
は
ほ

ぼ
同
程
度
ま
で
認
め
ら
れ
て
い
る
と
い
っ
て
よ
く
、
定
款
自
治
の
広
狭
に
つ
き
、
彼
我
の
違
い
は
さ
ほ
ど
な
い
と
い
っ
て
よ
い
と
解
さ
れ

る
。

S
M

E
s

に
用
い
ら
れ
る
企
業
形
態
の
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
と
い
う
観
点
か
ら
す
る
と
、
自
由
な
ア
レ
ン
ジ
メ
ン
ト
を
許
容
す
る
可
能
性
よ
り

も
、
む
し
ろ
、
ア
レ
ン
ジ
メ
ン
ト
の
能
力
に
乏
し
いS
M

E
s

で
も
気
軽
に
使
え
る
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
で
あ
る
こ
と
が
望
ま
し
く
、
む
し
ろ

一
定
の
枠
が
あ
る
こ
と
の
重
要
性
も
認
識
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
（
39
）

。

か
よ
う
な
観
点
か
ら
彼
我
の
法
制
を
俯
瞰
す
る
と
、
仮
に
自
治
の
範
囲
が
同
程
度
で
あ
る
と
し
て
も
、
別
記
第
一
に
お
い
て
、
定
款
で

定
め
る
べ
き
事
項
を
「
リ
ス
ト
ア
ッ
プ
」
し
て
い
る
議
長
修
正
案
は
、
わ
が
国
の
法
制
よ
り
も
、
ユ
ー
ザ
ー
で
あ
るS

M
E

s

に
対
し
、

よ
り
親
切
と
言
え
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
さ
し
あ
た
っ
て
運
用
で
ま
か
な
う
場
合
に
は
、「
モ
デ
ル
定
款
」
の
よ
う
な
も
の
が
普
及
し
て

い
く
こ
と
が
よ
り
い
っ
そ
う
望
ま
れ
よ
う
（
40
）

。

３
．
会
社
債
権
者
保
護

⑴
．
第
二
に
会
社
債
権
者
保
護
に
つ
い
て
考
え
て
み
る
（
41
）

。
事
業
体
に
お
け
る
債
権
者
保
護
の
要
請
は
、
当
該
事
業
体
の
有
限
責
任
と
密

接
に
関
係
し
、
有
限
責
任
の
対
価
と
し
て
要
求
さ
れ
る
。
そ
し
て
事
業
体
に
お
け
る
有
限
責
任
の
根
拠
を
突
き
詰
め
て
考
え
る
と
（
42
）

、
有
限

責
任
が
そ
の
機
能
を
最
大
限
発
揮
す
る
た
め
に
は
、
前
提
と
し
て
、
所
有
と
経
営
が
分
離
し
、
か
つ
、
株
式
が
市
場
に
お
い
て
公
開
さ
れ

て
い
る
こ
と
が
望
ま
し
く
、
そ
れ
ら
の
条
件
を
満
た
さ
な
い
場
合
に
は
、
弊
害
が
発
生
す
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
（
43
）

。



二
六
六

他
方
、
債
権
者
保
護
規
定
は
会
社
や
そ
の
社
員
の
自
由
の
一
部
を
奪
う
も
の
に
ほ
か
な
ら
な
い
の
で
、
債
権
者
保
護
が
厚
け
れ
ば
厚
い

ほ
ど
優
れ
た
会
社
法
で
あ
る
、
と
は
い
え
ず
、
費
用
と
便
益
と
を
比
較
し
て
適
度
の
保
護
が
模
索
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
す
る
債
権

者
保
護
縮
小
論
（
縮
小
論
）
も
強
く
主
張
さ
れ
て
い
る
（
44
）

。
こ
の
見
解
の
発
想
の
基
本
は
、
起
業
家
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
高
め
科
学
技
術

の
発
展
に
寄
与
す
る
と
い
う
有
限
責
任
の
積
極
面
を
重
視
し
、
こ
の
こ
と
と
の
絡
み
で
適
宜
弊
害
に
つ
い
て
、
必
要
な
限
度
（
事
前
規
制

よ
り
も
事
後
規
制
）
で
対
処
を
し
て
い
け
ば
よ
い
と
い
う
点
に
あ
る
（
45
）

。

⑵
．
か
よ
う
な
観
点
か
ら
、S

P
E

と
非
公
開
会
社
を
み
て
み
る
と
、
い
ず
れ
の
事
業
体
も
、
債
権
者
保
護
に
関
し
て
の
「
あ
る
べ
き

制
度
」
で
な
く
「
あ
る
制
度
」
の
説
明
と
し
て
は
、
縮
小
論
に
よ
る
方
が
よ
り
説
明
が
つ
き
や
す
い
と
い
え
よ
う
。
す
な
わ
ち
、
い
ず
れ

の
事
業
体
も
、
事
前
規
制
と
し
て
最
低
資
本
金
制
度
を
放
擲
す
る
の
み
な
ら
ず
、
強
制
保
険
の
よ
う
な
制
度
を
設
け
て
お
ら
ず
（
46
）

、
も
っ
ぱ

ら
事
後
規
制
に
よ
る
こ
と
と
な
ろ
う
。
そ
し
て
、
非
公
開
会
社
の
場
合
に
は
、
役
員
等
の
対
第
三
者
責
任
（
会
社
法
四
二
九
条
一
項
）
が
存

在
す
る
が
、S

P
E

の
場
合
に
は
、
か
か
る
制
度
に
つ
き
規
定
が
置
か
れ
て
い
な
い
。

そ
の
際
あ
り
う
る
事
後
的
救
済
と
し
て
は
、
一
つ
に
は
、
各
国
法
に
基
づ
き
、
法
人
格
否
認
の
法
理
の
適
用
に
よ
り
解
決
さ
れ
る
と
い

う
こ
と
が
、
も
う
一
つ
に
は
、
事
業
体
に
関
す
る
法
制
で
な
く
倒
産
法
制
に
こ
れ
を
委
ね
る
と
い
う
解
決
手
法
が
そ
れ
ぞ
れ
あ
ろ
う
。
前

者
に
よ
る
解
決
は
、
イ
ギ
リ
ス
法
の
よ
う
な
、
法
人
の
単
体
性
を
強
調
す
る
法
制
の
下
で
は
、
そ
の
実
効
に
お
の
ず
か
ら
制
約
が
あ
る
一

方
、
後
者
に
よ
る
解
決
は
、
有
限
責
任
の
弊
害
が
も
っ
ぱ
ら
企
業
の
危
機
時
期
に
顕
在
化
す
る
こ
と
（
47
）

か
ら
す
る
と
、
よ
り
望
ま
し
い
ア
プ

ロ
ー
チ
と
い
え
よ
う
か
。
わ
が
国
に
お
い
て
も
、
倒
産
法
制
の
「
ア
ウ
ト
・
オ
ブ
・
コ
ー
ト
」
化
を
反
映
し
、
会
社
法
制
と
倒
産
法
制
と

の
架
橋
の
必
要
性
が
主
張
さ
れ
て
い
る
が
（
48
）

、S
P

E

に
お
け
る
債
権
者
保
護
の
あ
り
方
は
、
そ
の
傍
証
と
い
っ
て
よ
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。



Ｅ
Ｕ
会
社
法
と
日
本
の
事
業
体
法
制
（
松
嶋
）

二
六
七

五
．
結
び
に
代
え
て

以
上
が
、「
大
山
鳴
動
鼠
一
匹
」
の
感
な
き
に
し
も
あ
ら
ず
だ
が
、
さ
し
あ
た
っ
て
の
本
稿
の
結
論
で
あ
る
。
残
さ
れ
た
課
題
に
つ
い

て
は
、
引
き
続
き
検
討
し
、
事
業
体
法
制
構
築
に
む
け
精
進
し
て
い
き
た
い
と
考
え
る
。

以
上

（
１
）	S

P
E

に
つ
い
て
概
括
的
に
検
討
す
る
も
の
と
し
て
、R

obert D
rury, T

he E
uropean P

rivate C
om

pany, E
uropean B

usiness 

O
rganization L

aw
 R

eview
 

（E
B

O
R

） 9 

（2008

）, p.125. 

久
保
寛
展
「
中
小
企
業
の
た
め
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
版
有
限
会
社
─
い
わ
ゆ
る
ヨ
ー
ロ
ッ

パ
私
会
社
（S

ocietas P
rivata E

uropaea-S
P

E

）
規
則
案
に
つ
い
て
─
」
福
岡
大
学
法
学
論
叢
五
五
巻
一
号
（
平
成
二
二
年
）
五
九
頁
。

（
２
）	

本
稿
で
は
、「
公
開
会
社
で
な
い
株
式
会
社
」（
会
社
法
二
条
五
号
）
を
非
公
開
会
社
と
称
す
る
。

（
３
）	

事
業
体
法
制
構
築
に
向
け
た
筆
者
の
試
み
と
し
て
、
松
嶋
隆
弘
「
新
し
い
企
業
形
態
に
お
け
る
法
人
格
の
意
義
と
会
社
債
権
者
保
護
」
判
例
タ

イ
ム
ズ
一
二
〇
六
号
（
平
成
一
八
年
）
五
四
頁
、「
イ
ギ
リ
ス
の
チ
ャ
リ
テ
ィ
法
制
─
法
人
形
態
を
中
心
に
─
」
日
本
大
学
法
学
部
創
設
一
二
〇
周

年
記
念
論
文
集
第
一
巻
（
法
律
学
編
）（
平
成
二
一
年
）
一
九
三
頁
、
須
藤
正
彦
＝
坂
田
純
一
＝
松
嶋
隆
弘
編
『
事
業
体
の
法
務
と
税
務
─
実
務
に

役
立
つ
活
用
術
─
』（
平
成
二
一
年
六
月
、
第
一
法
規
）。

（
４
）	http://w

w
w

.europeanprivatecom
pany.eu/legal_texts/dow

nload/S
P

E
_en.pdf

翻
訳
に
つ
い
て
は
、
中
村
匡
志
「
欧
州
私
会
社
（S

P
E

）
法
に
関
す
る
理
事
会
規
則
案
（
欧
州
委
員
会
提
出
）（
上
）」
国
際
商
事
法
務
三
六
巻

一
一
号
（
平
成
二
〇
年
）
一
四
三
五
頁
以
下
及
び
同
・（
下
）
国
際
商
事
法
務
三
六
巻
一
二
（
平
成
二
〇
年
）
一
五
八
三
頁
以
下
を
用
い
た
。

（
５
）	http://w

w
w

.europeanprivatecom
pany.eu/legal_texts/dow

nload/E
P

_2009_en.pdf

（
６
）	M

athias M
. S

iem
s, L

eif H
erzog and E

rik R
osenhager, T

he P
rotection of C

reditors of a E
uropean P

rivate C
om

pany 

（S
P

E

）, 



二
六
八

E
uropean B

usiness O
rganization L

aw
 R

eview
s 

（E
B

O
R

） 12 

（2011

）, p.149.
（
７
）	http://w

w
w

.europeanprivatecom
pany.eu/legal_texts/dow

nload/C
ouncil-N

ovem
ber09-en.pdf

（
８
）	
最
新
情
報
に
つ
い
て
は
、http://w

w
w

.europeanprivatecom
pany.eu/legal_texts/

を
参
照
。

（
９
）	S

P
E

か
ら
日
本
法
へ
の
示
唆
を
得
よ
う
と
す
る
場
合
、
本
稿
と
は
別
の
「
解
」
と
し
て
、
わ
が
国
の
外
国
会
社
規
制
を
念
頭
に
、
登
記
上
の

本
拠
地
の
移
転
（
議
長
修
正
案
第
七
章
）
を
検
討
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
他
日
を
期
す
こ
と
に
し
た
い
。

（
10
）	S

P
E

の
組
織
変
更
、
合
併
及
び
分
割
は
、
国
内
法
に
よ
る
も
の
と
さ
れ
る
（
議
長
修
正
案
三
九
条
）。S

P
E

の
解
散
事
由
は
、
存
立
期
間
の

満
了
、
持
分
所
有
者
決
議
、
適
用
可
能
な
国
内
法
が
定
め
る
場
合
の
三
つ
で
あ
る
（
議
長
修
正
案
四
〇
条
一
項
）。S

P
E

の
無
効
も
国
内
法
に
よ
る

（
議
長
修
正
案
四
一
条
）。

（
11
）	S

ee P
roposal for a E

uropean C
ouncil R

egulation on the S
tatute for a E

uropean P
rivate C

om
pany : 

（S
P

E

） C
onsultation 

D
ocum

ent 

（L
ondon : D

epartm
ent for B

usiness E
nterprise &

 R
egulatory R

eform
, O

ctober 2008

）, p.21; E
uropean C

om
m

ission 

S
taff W

orking D
ocum

ent accom
panying the P

roposal for a C
ouncil R

eguration on the S
tatute for a E

uropean P
rivate 

C
om

pany, Im
pact A

ssessm
ent S

E
C

 

（2008
） 2098, p.4.

（
12
）	F

aisal S
aifee &

 B
artosz M

akow
icz, S

ocietas P
rivata E

uropaea : the E
uropean P

rivate C
om

pany, T
he C

om
pany L

aw
yer 

V
ol.30 N

o.8 

（2009

） p.227. 

な
お
、
上
田
廣
美
「
Ｅ
Ｕ
会
社
法
」
庄
司
克
宏
編
『
Ｅ
Ｕ
法
実
務
編
』（
平
成
二
〇
年
）
八
七
頁
及
び
上
田
純
子
「
欧

州
国
際
会
社
法
」
私
法
七
二
号
二
四
六
頁
参
照
。

（
13
）	

こ
の
点
に
つ
い
て
論
じ
る
も
の
と
し
て
、A

drean F
. D

orrestein &
 O

deaya U
ziahu-S

antcroos, T
he S

ocietas P
rivata E

uropaea 

under the M
agnifying G

lass 

（P
art 1

）, E
uropean C

om
pany L

aw
, V

olum
e 5, Issue6 

（2008

）, p.279.

（
14
）	

こ
の
他
に
理
事
会
規
則
案
で
は
ⅳ
．
既
存
の
会
社
の
分
割
に
よ
る
方
法
も
挙
げ
ら
れ
て
い
た
が
、
議
長
修
正
案
で
は
削
ら
れ
て
い
る
。

（
15
）	

ま
た
、
理
事
会
規
則
案
は
、
支
店
は
、
各
支
店
の
あ
る
加
盟
国
の
法
規
定
に
従
う
と
規
定
し
て
い
た
が
（
理
事
会
規
則
案
一
三
条
）、
議
長
修

正
案
で
は
規
定
そ
の
も
の
が
削
除
さ
れ
て
い
る
。

（
16
）	

理
事
会
規
則
案
一
二
条
は
、S

P
E

が
登
記
後
に
、
当
該
行
為
か
ら
帰
結
す
る
義
務
を
引
き
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
及
び
右
引
き
受
け
が



Ｅ
Ｕ
会
社
法
と
日
本
の
事
業
体
法
制
（
松
嶋
）

二
六
九

な
さ
れ
な
い
場
合
に
は
、
行
為
を
な
し
た
者
が
連
帯
責
任
を
負
う
旨
定
め
て
い
た
（
理
事
会
規
則
案
一
二
条
）。

（
17
）	

現
物
出
資
に
つ
い
て
、S

P
E

は
、
資
本
金
に
関
す
る
規
制
と
し
て
位
置
づ
け
て
い
る
の
で
、
そ
れ
に
つ
き
取
り
扱
う
三
．
４
．
⑴
．
で
述
べ

る
こ
と
に
し
た
い
。

（
18
）	
会
社
法
は
、
本
店
の
所
在
場
所
を
定
款
の
必
要
的
記
載
事
項
及
び
登
記
事
項
と
し
て
、
支
店
の
所
在
場
所
を
登
記
事
項
と
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
要

求
す
る
（
会
社
法
二
七
条
三
号
、
九
一
一
条
三
項
三
号
）。
な
お
、
本
店
所
在
地
と
実
際
の
活
動
場
所
と
の
乖
離
に
関
す
る
規
制
は
、
単
一
国
家
で

あ
る
わ
が
国
に
お
い
て
は
、
疑
似
外
国
会
社
規
制
と
し
て
規
律
さ
れ
る
（
会
社
法
八
二
一
条
）。

（
19
）	

こ
れ
ら
の
こ
と
か
ら
、
会
社
法
に
お
け
る
株
主
の
投
下
資
本
回
収
方
法
の
あ
り
方
、
株
式
譲
渡
自
由
の
原
則
の
相
対
化
に
つ
き
論
じ
る
も
の
と

し
て
、
松
嶋
隆
弘
「
会
社
法
に
お
け
る
株
主
の
地
位
と
企
業
承
継
」『
二
一
世
紀
の
家
族
と
法
─
小
野
幸
二
教
授
古
稀
記
念
論
集
』（
平
成
一
九
年
）

五
三
二
頁

（
20
）	

た
だ
持
分
会
社
の
場
合
、
退
社
の
場
合
（
会
社
法
六
〇
六
条
三
項
）
も
会
社
の
解
散
の
訴
え
（
会
社
法
八
三
三
条
二
項
）
の
場
合
も
、「
や
む

を
得
な
い
事
由
」
が
要
件
と
さ
れ
て
お
り
、
要
件
は
同
一
で
あ
る
。

（
21
）	

例
え
ば
、
取
得
条
項
の
発
動
に
あ
た
っ
て
は
、
除
名
の
場
合
と
異
な
り
、
裁
判
所
の
判
断
は
必
要
と
さ
れ
て
い
な
い
。

（
22
）	

全
国
中
小
企
業
団
体
中
央
会
編
『
増
補
改
訂
版
会
社
法
中
小
企
業
モ
デ
ル
定
款
─
株
式
譲
渡
制
限
会
社
定
款
参
考
例
─
』（
平
成
二
三
年
）

一
五
九
～
一
六
一
頁
（
松
嶋
隆
弘
）

（
23
）	

こ
の
他
に
、
理
事
会
規
則
案
で
は
、
⑥
．
決
算
書
（
理
事
会
規
則
案
二
五
条
）
も
規
定
さ
れ
て
い
た
が
、
削
除
さ
れ
た
。

（
24
）	

議
長
修
正
案
四
二
条
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
ユ
ー
ロ
に
よ
り
表
示
さ
れ
る
（
議
長
修
正
案
一
九
条
一
項
）。

（
25
）	

た
だ
、
か
つ
て
の
有
限
会
社
の
三
〇
〇
万
円
の
最
低
資
本
金
は
、
財
源
規
制
に
装
い
を
代
え
て
会
社
法
中
に
残
っ
て
い
る
（
会
社
法
四
五
八

条
）。

（
26
）	

そ
の
典
型
的
な
例
が
、
会
社
法
二
〇
七
条
九
項
五
号
の
規
定
を
活
用
す
る
デ
ッ
ト･

エ
ク
イ
テ
ィ･

ス
ワ
ッ
プ
で
あ
る
。
松
嶋
隆
弘
「
会
社
法

の
も
と
に
お
け
る
デ
ッ
ト
・
エ
ク
イ
テ
ィ
・
ス
ワ
ッ
プ
」
日
本
法
学
七
五
巻
三
号
（
平
成
二
二
年
）
一
七
七
頁
参
照
。

（
27
）	

後
で
出
資
比
率
を
当
事
者
間
の
合
意
で
調
整
で
き
る
の
な
ら
ば
、
あ
ら
か
じ
め
検
査
役
に
厳
密
に
調
査
さ
せ
る
必
要
は
乏
し
い
と
い
う
判
断
で



二
七
〇

あ
ろ
う
。
こ
れ
は
、
当
該
現
物
出
資
財
産
と
し
て
主
に
知
的
財
産
を
想
定
し
て
い
る
こ
と
の
傍
証
で
も
あ
り
、
合
同
会
社
が
本
来
的
に
ヴ
ェ
ン

チ
ャ
ー
法
制
に
か
か
る
も
の
で
あ
る
こ
と
の
現
れ
で
あ
る
。
松
嶋
隆
弘
「
合
同
会
社
の
創
設
に
関
す
る
一
考
察
」
判
例
タ
イ
ム
ズ
一
一
六
〇
号

（
平
成
一
六
年
）
六
三
頁

（
28
）	
藤
田
友
敬
「
会
社
法
に
お
け
る
デ
ッ
ト
・
エ
ク
イ
テ
ィ
・
ス
ワ
ッ
プ
」『
会
社
法
と
商
事
法
務
』（
平
成
二
〇
年
）
一
一
七
頁

（
29
）	

こ
こ
に
い
う
特
別
多
数
決
は
、S

P
E

が
発
行
し
た
持
分
に
結
合
さ
れ
た
総
議
決
権
数
の
少
な
く
と
も
三
分
の
二
に
よ
り
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
（
議
長
修
正
案
二
八
条
二
項
）。

（
30
）	

理
事
会
規
則
案
の
段
階
で
は
、
こ
の
他
に
、
正
式
に
役
員
に
選
任
さ
れ
て
い
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
役
員
と
し
て
行
為
し
た
者
（
事
実
上
の
取

締
役
、
影
の
取
締
役
）
が
役
員
と
み
な
さ
れ
る
こ
と
に
つ
き
定
め
（
理
事
会
規
則
案
三
〇
条
二
項
）
が
置
か
れ
て
い
た
が
、
議
長
修
正
案
で
は
削
ら

れ
て
し
ま
っ
た
。

（
31
）	

た
だ
、S

P
E

と
異
な
り
、
わ
が
国
に
お
い
て
は
、
委
員
会
設
置
会
社
は
会
計
監
査
人
の
外
部
監
査
が
強
制
さ
れ
る
（
会
社
法
三
二
七
条

五
項
）。

（
32
）	

事
実
上
の
取
締
役
、
影
の
取
締
役
に
つ
い
て
は
、
近
時
わ
が
国
で
も
解
釈
論
と
し
て
導
入
し
よ
う
と
す
る
試
み
が
あ
り
（
石
山
卓
磨
『
事
実
上

の
取
締
役
理
論
と
そ
の
展
開
』（
昭
和
五
九
年
））、
こ
れ
に
よ
れ
ば
彼
我
の
違
い
は
さ
ほ
ど
顕
著
で
な
い
。
か
か
る
点
を
考
慮
し
、
本
稿
で
は
こ
の

点
は
取
り
上
げ
な
い
こ
と
と
す
る
。

（
33
）	

英
国
二
〇
〇
六
年
会
社
法
一
七
四
条
二
項
に
よ
る
と
、
取
締
役
の
注
意
義
務
違
反
の
有
無
は
客
観
的
に
判
断
さ
れ
る
が
（
同
条
二
項
⒜
）、
も

し
当
該
取
締
役
が
通
常
要
求
さ
れ
る
よ
り
も
高
度
の
知
識
、
技
量
、
経
験
を
有
し
て
い
る
場
合
、
こ
の
よ
う
な
主
観
的
事
情
も
考
慮
に
入
れ
て
判
断

さ
れ
る
こ
と
に
な
る
（
同
条
二
項
⒝
）。

（
34
）	N

orm
an v T

heodore G
oddard 

［1991

］ B
C

L
C

 1028

）。N
orm

an v T
heodore G

oddard

お
よ
びR

e D
’Jan of L

ondon L
td 

［1993

］ 

B
C

C
 646

に
お
い
て
、H

offm
an

判
事
は
、
支
払
不
能
法
二
一
四
条
の
基
準
と
コ
モ
ン
ロ
ー
に
お
け
る
基
準
が
等
し
い
こ
と
を
明
言
す
る
（L

ord 

H
offm

an, ‘D
uty of C

om
pany D

irectors ’ 

（1999

） E
uropean B

usiness L
aw

 R
eview

 p.78.

）。

（
35
）	

近
時S

E

が
利
用
さ
れ
つ
つ
あ
る
現
状
に
鑑
み
る
と
、
む
し
ろS

P
E

よ
り
もS

E
の
使
い
勝
手
を
向
上
さ
せ
る
努
力
が
望
ま
れ
る
と
い
っ
て



Ｅ
Ｕ
会
社
法
と
日
本
の
事
業
体
法
制
（
松
嶋
）

二
七
一

よ
い
か
も
し
れ
な
い
。

（
36
）	

こ
こ
で
い
う
「
人
的
資
産
を
活
用
す
る
事
業
体
」
と
は
、
ヴ
ェ
ン
チ
ャ
ー
企
業
、
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
業
の
よ
う
な
も
の
を
想
定
し
て
い
る
。

（
37
）	
工
藤
聡
一
「
ビ
ジ
ネ
ス
・
ト
ラ
ス
ト
法
の
課
題
─
受
益
者
責
任
の
問
題
を
中
心
と
し
て
─
」
信
託
研
究
奨
励
金
論
集
二
四
号
（
平
成
一
五
年
）

一
八
頁
は
、
定
款
自
治
の
範
囲
が
広
い
ビ
ジ
ネ
ス
・
ト
ラ
ス
ト
に
お
い
て
か
か
る
現
象
が
あ
る
こ
と
を
指
摘
す
る
。

（
38
）	

中
村
・
前
注
（
４
）（
上
）
一
四
三
八
頁

（
39
）	

松
嶋
隆
弘
「
新
し
い
企
業
類
型
（
日
本
版L

L
C

・L
L

P

）
の
創
設
に
関
す
る
諸
問
題
」
日
本
法
学
七
一
巻
一
号
（
平
成
一
七
年
）
三
二
六
頁

（
40
）	

全
国
中
小
企
業
団
体
中
央
会
編
・
前
掲
書
（
前
注
（
22
））
は
、
そ
の
た
め
の
試
み
と
い
え
る
。

（
41
）	S

ee M
athias M

. S
iem

s, L
eif H

erzog and E
rik R

osenhäger, op. cit., p.147.

（
42
）	

一
般
に
企
業
体
に
お
い
て
有
限
責
任
が
認
め
ら
れ
る
根
拠
に
つ
い
て
は
、
大
要
次
の
通
り
ま
と
め
る
こ
と
が
で
き
る
（Judith F

reedm
an, 

L
im

ited L
iability : L

arge C
om

pany T
heory and S

m
all F

irm
s, 63 T

he M
odern L

aw
 R

eview
 

（2000

）, p.328.

）。
第
一
に
、
有
限
責
任

は
会
社
と
取
引
す
る
相
手
方
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
コ
ス
ト
を
削
減
す
る
。
第
二
に
、
株
主
は
、
他
の
株
主
に
つ
い
て
も
モ
ニ
タ
ー
す
る
必
要
が
な
く
な

る
。
し
た
が
っ
て
、
第
三
に
、
有
限
責
任
は
株
式
譲
渡
の
自
由
を
実
現
す
る
。
前
述
の
と
お
り
有
限
責
任
は
、
調
査
コ
ス
ト
・
取
引
コ
ス
ト
を
削
減

す
る
の
で
、
買
主
は
、
売
主
の
属
性
な
ど
を
考
慮
す
る
こ
と
な
く
、
株
式
を
買
い
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
、
こ
れ
に
よ
り
、
株
式
の
市
場
価
格
を
通

じ
て
取
締
役
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
。
第
四
に
、
有
限
責
任
は
、
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
の
分
散
化
を
促
進
す
る
。
有
限
責
任
会
社

へ
の
投
資
者
は
、
自
己
の
リ
ス
ク
を
分
散
化
に
よ
り
減
少
し
よ
う
と
す
る
が
、
無
限
責
任
会
社
で
は
、
分
散
化
は
か
え
っ
て
リ
ス
ク
を
増
加
さ
せ
て

し
ま
う
の
で
あ
る
。
投
資
家
に
よ
る
分
散
化
は
、
取
締
役
が
、
投
資
者
の
全
資
産
を
危
険
に
さ
ら
す
こ
と
な
く
、
リ
ス
ク
の
あ
る
事
業
へ
入
っ
て
い

く
こ
と
を
可
能
に
す
る
。
こ
れ
は
資
本
の
効
率
的
な
運
用
の
実
現
と
な
る
。

（
43
）	

前
注
（
42
）
で
述
べ
た
有
限
責
任
の
「
根
拠
」
か
ら
考
え
る
限
り
、
小
規
模
閉
鎖
会
社
お
よ
び
そ
の
取
引
先
は
、
い
ず
れ
も
有
限
責
任
の
メ

リ
ッ
ト
を
十
分
に
享
受
し
得
な
い
こ
と
は
認
め
ざ
る
を
え
な
い
（F

reedm
an, Ibid., p.331.

）。

第
一
に
、
こ
れ
ら
の
会
社
に
お
い
て
は
、
所
有
と
経
営
が
一
致
し
て
お
り
、
極
端
な
場
合
、
同
一
人
物
の
こ
と
も
あ
る
。
従
っ
て
、
経
営
者
に
対

す
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
コ
ス
ト
を
削
減
す
る
と
い
う
有
限
責
任
の
メ
リ
ッ
ト
は
、
こ
こ
で
は
全
く
発
揮
さ
れ
な
い
。



二
七
二

第
二
に
、
こ
れ
ら
の
会
社
に
お
い
て
は
、
株
主
数
が
少
な
い
の
で
、
株
主
は
し
ば
し
ば
互
い
を
監
視
で
き
る
地
位
に
あ
る
こ
と
も
、
第
一
の
理
由

を
補
強
す
る
。

第
三
に
、
こ
れ
ら
の
会
社
に
お
い
て
は
、
株
式
が
市
場
性
を
有
し
な
い
の
で
、
市
場
価
格
を
通
じ
て
の
経
営
者
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
と
い
う
こ
と
は

考
え
が
た
い
。
多
く
の
場
合
、
投
資
者
と
経
営
者
は
同
一
人
物
な
の
で
あ
る
。

第
四
に
、
か
か
る
会
社
に
お
い
て
は
株
式
の
分
散
化
も
生
じ
な
い
の
で
、
分
散
化
に
関
す
る
上
述
の
メ
リ
ッ
ト
も
こ
こ
で
は
発
揮
さ
れ
な
い
。

第
五
に
、
も
っ
と
も
重
要
な
こ
と
は
、
か
か
る
会
社
に
お
い
て
は
、
有
限
責
任
に
よ
る
最
適
な
リ
ス
ク
配
分
が
で
き
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

所
有
者
か
つ
経
営
者
の
場
合
に
は
、
そ
れ
以
外
の
場
合
に
比
し
、
不
適
切
な
事
業
に
会
社
の
全
資
産
が
投
入
さ
れ
て
し
ま
う
危
険
性
が
高
く
、
そ
の

場
合
、
有
限
責
任
に
よ
り
リ
ス
ク
は
分
散
化
さ
れ
る
の
で
は
な
く
、
他
の
誰
か
（
＝
債
権
者
）
に
そ
の
ま
ま
転
嫁
さ
れ
て
し
ま
う
。
銀
行
な
ど
の
主

要
な
債
権
者
は
、
経
営
者
個
人
の
連
帯
保
証
を
求
め
る
こ
と
で
、
転
嫁
さ
れ
た
リ
ス
ク
を
再
び
所
有
者
か
つ
経
営
者
へ
と
押
し
戻
す
こ
と
が
で
き
る

の
で
問
題
な
い
。
し
か
し
、
か
か
る
交
渉
力
の
な
い
少
額
債
権
者
や
不
法
行
為
な
ど
の
非
自
発
的
債
権
者
に
と
っ
て
は
、
リ
ス
ク
に
耐
え
う
る
能
力

が
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
リ
ス
ク
を
転
嫁
さ
れ
て
し
ま
う
こ
と
に
な
る
。

（
44
）	

大
杉
謙
一
「
米
国
に
お
け
る
リ
ミ
テ
ィ
ッ
ド
・
ラ
イ
ア
ビ
リ
テ
ィ
ー
・
カ
ン
パ
ニ
ー
（L

L
C

）
お
よ
び
リ
ミ
テ
ィ
ッ
ド
・
ラ
イ
ア
ビ
リ

テ
ィ
ー
・
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
（L

L
P

）
に
つ
い
て
─
閉
鎖
会
社
立
法
へ
の
一
提
言
─
」
金
融
研
究
（
日
本
銀
行
金
融
研
究
所
）
二
〇
〇
一
年

一
月
号
（http://w

w
w

.im
es.boj.or.jp/japanese/kinyu/2001/kk20-1-5.pdf

）
一
九
二
頁

こ
の
見
解
は
、
株
式
会
社
に
お
い
て
妥
当
す
る
と
い
わ
れ
て
き
た
「
資
本
の
三
原
則
」
や
「
出
資
の
払
戻
し
の
禁
止
」
に
つ
い
て
も
、
現
行
法

（
た
だ
し
平
成
一
七
年
改
正
前
商
法
）
の
説
明
と
し
て
は
と
も
か
く
、
立
法
論
と
し
て
こ
れ
ら
の
「
法
理
」
に
拘
泥
す
る
こ
と
は
適
切
で
は
な
い
と

す
る
。
す
な
わ
ち
、
こ
れ
ら
の
「
法
理
」
が
関
係
当
事
者
間
の
便
益
と
費
用
の
適
切
な
バ
ラ
ン
ス
を
体
現
し
て
い
る
と
い
う
保
証
は
全
く
な
く
、
立

法
論
と
し
て
は
、
む
し
ろ
こ
れ
ら
の
法
理
を
離
れ
て
直
截
に
適
切
な
ル
ー
ル
は
ど
の
よ
う
な
も
の
で
あ
る
か
を
考
察
し
、
し
か
る
後
に
そ
れ
に
合
わ

せ
て
既
存
の
法
理
を
解
体
、
再
構
成
し
て
い
く
こ
と
が
妥
当
で
あ
る
と
す
る
。

（
45
）	

大
杉
謙
一
「L

L
C

制
度
の
導
入
」
企
業
会
計
五
六
巻
二
号
（
平
成
一
六
年
）
六
七
頁

（
46
）	

近
時
、
所
有
と
経
営
の
一
致
す
る
小
規
模
閉
鎖
会
社
に
お
け
る
経
営
者
＝
株
主
に
対
し
、
不
法
行
為
債
権
者
の
要
求
に
応
え
る
た
め
に
「
適
切



Ｅ
Ｕ
会
社
法
と
日
本
の
事
業
体
法
制
（
松
嶋
）

二
七
三

な
保
険
」
を
提
供
す
る
義
務
を
負
わ
せ
る
べ
き
と
い
う
主
張
が
な
さ
れ
て
い
る
（D

.L
eebron, ‘L

im
ited L

iability, T
ort V

ictim
s and 

C
reditors ’ 91 C

olum
bia L

aw
 R

eview
 

（1991

）, p.1636.

）。
こ
れ
は
一
見
魅
力
的
な
提
案
で
あ
る
が
、
現
実
的
に
は
、
実
効
性
に
つ
き
多
く
の

困
難
を
伴
う
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
な
ぜ
な
ら
ば
、
経
営
者
＝
株
主
の
「
義
務
」
と
構
成
す
る
以
上
、「
適
切
な
保
険
」
か
ど
う
か
の
判
断
は
、
事
後

的
な
司
法
救
済
の
場
で
判
断
さ
れ
ざ
る
を
得
な
い
と
こ
ろ
、
そ
の
判
断
は
困
難
を
極
め
る
と
予
想
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
ま
た
、
新
規
参
入
の

S
M

E
s

に
と
っ
て
は
大
き
な
障
壁
と
な
る
こ
と
や
、
保
険
者
よ
り
も
銀
行
の
よ
う
な
会
社
債
権
者
の
方
が
情
報
収
集
能
力
に
長
け
、
リ
ス
ク
の
負
担

者
と
し
て
適
切
で
あ
る
こ
と
な
ど
も
指
摘
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
実
効
性
に
対
し
て
、
批
判
が
強
い
。

た
だ
、
強
制
保
険
制
度
は
、
現
に
自
賠
責
の
よ
う
な
限
定
さ
れ
た
場
面
に
お
い
て
は
、
そ
れ
な
り
の
実
効
を
あ
げ
て
お
り
、
一
概
に
否
定
さ
れ
る

べ
き
で
は
な
い
（F

reedm
an, op. cit., p.342. 

た
と
え
ば
労
働
者
保
護
や
セ
ク
ハ
ラ
防
止
と
い
っ
た
観
点
か
ら
の
保
険
制
度
の
活
用
は
一
考
に
値

す
る
の
で
は
あ
る
ま
い
か
。）。
結
局
の
と
こ
ろ
、
有
限
責
任
の
デ
メ
リ
ッ
ト
を
矯
正
す
る
手
段
と
し
て
、
強
制
保
険
制
度
は
一
般
的
な
実
効
性
を
持

つ
と
は
い
え
ず
、
限
定
さ
れ
た
場
面
に
お
い
て
の
み
効
用
を
発
揮
す
る
と
考
え
た
方
が
よ
さ
そ
う
で
あ
る
。

（
47
）	

有
限
責
任
に
は
、
①
．
企
業
価
値
が
負
債
を
下
回
る
場
合
に
、
株
主
は
企
業
価
値
を
最
大
に
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ヴ
を
持
た
ず
、
過
度
の
リ
ス

ク
テ
イ
キ
ン
グ
が
な
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
、
②
．
倒
産
の
タ
イ
ミ
ン
グ
を
株
主
が
選
択
す
る
こ
と
に
よ
り
（
例
え
ば
、
債
権
者
に
企
業
の
コ
ン
ト

ロ
ー
ル
が
移
る
前
に
、
多
額
の
配
当
を
し
た
り
、
リ
ス
ク
の
高
い
投
資
を
継
続
し
た
り
し
て
）、
会
社
財
産
を
目
減
り
さ
せ
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
、

と
い
っ
た
デ
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
（
三
輪
芳
郎
・
神
田
秀
樹
・
柳
川
範
之
編
『
会
社
法
の
経
済
学
』（
一
九
九
八
年
）
一
九
五

頁
（
金
本
良
嗣
・
藤
田
友
敬
））。

（
48
）	

松
嶋
隆
弘
「
会
社
法
の
も
と
に
お
け
る
デ
ッ
ト
・
エ
ク
イ
テ
ィ
・
ス
ワ
ッ
プ
」
私
法
七
四
号
掲
載
予
定
（
日
本
私
法
学
会
第
七
五
回
大
会
の
個

別
報
告
要
旨
）




